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は じ め に 

 

 市 で は 、 有 識 者 や 公 募 市 民 、 各 種 団 体 の 代 表 者 な ど で 構 成 す る 「 あ き る 野

市 行 政 改 革 推 進 市 民 会 議 」 か ら の 提 言 を 踏 ま え 、 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ４

年 度 ま で の ３ 年 間 を 計 画 期 間 と し た「 第 ２ 次 あ き る 野 市 行 政 改 革 推 進 プ ラ ン 」

を 策 定 し 、 行 政 改 革 に 取 り 組 ん で ま い り ま し た 。  

こ の 間 、 地 域 経 済 の 低 迷 に よ る 市 財 政 へ の 影 響 が 続 く 中 、 少 数 精 鋭 主 義 に

基 づ く 職 員 数 の 削 減 や 施 設 の 効 率 的 な 運 営 、 不 用 財 産 の 積 極 的 な 処 分 、 電 気

料 金 の 削 減 な ど に 取 り 組 ん だ 結 果 、 経 常 収 支 比 率 の 改 善 や 財 政 調 整 基 金 の 積

立 額 の 増 加 な ど 財 政 指 標 に 改 善 の 傾 向 が 見 え て ま い り ま し た 。  

そ の 一 方 で 、 地 方 分 権 改 革 の 推 進 や 少 子 高 齢 化 の 進 展 、 市 民 ニ ー ズ の 多 様

化 な ど 、 行 政 を 取 り 巻 く 社 会 情 勢 が 大 き く 変 化 し て お り 、 社 会 保 障 関 係 経 費

の 増 大 や 新 た な 行 政 課 題 に 対 応 す る た め 、引 き 続 き 行 政 改 革 の 取 組 を 推 進 し 、

強 固 な 行 財 政 基 盤 を 構 築 す る こ と が 不 可 欠 で あ り ま す 。  

 こ の た め 、 行 政 改 革 ３ か 年 の 取 組 を 検 証 し 、 継 続 し て 取 り 組 む 必 要 が あ る

項 目 に つ い て は 、取 組 概 要 の 捉 え 直 し を す る と と も に 、特 に 、「 ア ウ ト ソ ー シ

ン グ の 検 討・推 進 」「 施 設 の 改 修 計 画 」「 人 材 育 成 の 取 組 の 推 進 」「 コ ン プ ラ イ

ア ン ス の 徹 底 」 を 『 改 革 の 重 点 項 目 』 と し 、 平 成 ２ ６ 年 度 ま で の ２ 年 間 を 計

画 期 間 と す る 、「 第 ２ 次 あ き る 野 市 行 政 改 革 推 進 プ ラ ン （ 改 訂 版 ）」 を 策 定 し

ま し た 。  

 今 後 、 市 民 の 皆 様 と と も に 、 本 プ ラ ン に 掲 げ る 取 組 を 推 進 し 、 将 来 都 市 像

で あ る「 人 と 緑 の 新 創 造 都 市 」の 実 現 に 向 け 、全 力 で 取 り 組 ん で ま い り ま す 。  
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ⅠⅠⅠⅠ    行政改革の必要性行政改革の必要性行政改革の必要性行政改革の必要性 

１１１１    本市を本市を本市を本市を取り巻く社会情勢取り巻く社会情勢取り巻く社会情勢取り巻く社会情勢 

我が国は世界の主要先進国の中で最も高齢化が進んでおり、今後も一層の高齢化が

見込まれています。本市の人口はこれまで増加してきたものの、今後は減少に転じる

ことが予想され、高齢化率は、平成２５年４月において２５.３８％となり、超高齢社

会に突入しています。 

このような少子高齢化の進行に伴う生産人口の減少と高齢人口の増加、団塊世代の大

量退職などの様々な社会的背景の変化に加え、生活スタイルの変化、市民ニーズの多

様化による行政需要の増加など、行政を取り巻く社会情勢は大きく変化してきてい

ます。 

また、地方分権の進展により、国と地方の役割分担が明確にされ、地方公共団体は自

らの判断と責任により地域の実情に沿った行政を展開していくことが期待されており

ます。本市においても、自らの責任と判断で行政運営を行うことにより、活力に満ち

た地域社会の実現を図っていくことが重要であり、質の高い行政サービスを持続・提

供するため、行政体制の整備が求められています。 

 

※ 高齢化率： 全人口に対する６５歳以上の占める割合です。この割合が７％を超えると高齢化社会、

１４％を超えると高齢社会、２１％を超えると超高齢社会と言います。 

 

２２２２    本本本本市の財政状況（現状と課題）市の財政状況（現状と課題）市の財政状況（現状と課題）市の財政状況（現状と課題） 

本市の財政状況は、歳入において、長引く景気の低迷により市税収入等が伸び悩む

一方で、歳出においては、扶助費を始めとする社会保障関係経費が大幅に増加するな

ど、現状の行政サービス水準を維持していくには、非常に厳しい状況が続いています。

このため、本市の行財政運営に当たっては、自主財源の確保・拡充を図る取組を積極

的に進めていくとともに、市民の視点に立った行政サービスのあり方を改めて検証す

る必要があります。 

平成７年度から平成２３年度までの市税等の財政状況は、次のとおりとなります。 

 

※ 扶助費： 社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、障がい者等に対して行っている 

様々な支援に要する経費です。 

※ 社会保障関係経費： 扶助費に、国民健康保険、老人保健、後期高齢者医療、介護保険の各特別

会計への支出金を加えたものです。 

 

（１）（１）（１）（１）市税市税市税市税 

歳入の根幹を成す市税収入は、平成９年度以降平成１８年度までの１０年間は減

少傾向が続いていました。平成１９年度には、個人市民税の定率減税廃止や国から地

方への税源移譲により総額が大幅に伸びたものの、その後は、リーマンショックに

伴う金融不安などの影響を受け、再び減少傾向が続いています。 

今後も厳しい経済情勢が見込まれますが、本市では、市税収入の確保を図るため、

徴収率の向上や地域経済の活性化に向けた取組の強化に努めています。 
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市税の推移
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※ 市税： 個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税（市分）、都市計画税、入湯税 

      の合計です。 

 

（２）（２）（２）（２）経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す指標となる経常収支比率は、市税収入の低迷や国の「三

位一体の改革」による地方交付税の総額抑制などにより一般財源収入が大幅に減少する

中、歳出では、公債費が高い水準で推移しているほか、高齢化の進行などにより、

扶助費や特別会計への繰出金などの社会保障関係経費を中心に経常経費の伸びが続い

ているため、平成１３年度以降、急激に悪化しました。 

経常収支比率は、平成１９年度決算で１００％を超え、１０２．１％になりまし

たが、行財政改革の取組などにより、平成２３年度決算では９５．５％と６．６ポ

イント改善しています。しかしながらいまだに、財政構造の弾力性に課題があると

言えます。 

経常収支比率の推移
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※ 経常収支比率： 市税、地方交付税などを中心とする経常的な一般財源収入が、人件費、公債費などの 

経常的な経費に充当されている割合を示すものです。この比率は、財政の弾力性を表しており、この

数値が低いほど弾力性があると言えます。 

 

（３）（３）（３）（３）地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 

地方交付税は、平成１３年度以降、合併後の特例措置である普通交付税の二本算

定（合併算定替）の段階的縮減が行われたことや国の「三位一体の改革」に伴う地

方交付税総額の抑制が進められた結果、平成１９年度までの間について、臨時財政

対策債を含む実質的な交付額は大幅に減少しました。平成２０年度以降は、基準財



- 3 - 

政需要額における新規費目の創設などにより増加傾向となりましたが、市税の減少

や社会保障関係経費の大幅な増加などにより、実質的には政策的な事業に活用でき

る財源は増加していません。 

※ 地方交付税： 地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な行政 

サービスを提供できるように財源を保証する制度です。 

※ 臨時財政対策債： 国の財源不足により、地方交付税として交付するべき財源の穴埋めとして、自治体

が発行する地方債であり、償還に要する費用は後年度の地方交付税で措置されます。 

 

（４）（４）（４）（４）財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金 

平成８年度以降、財政調整基金の残高は徐々に減少し、国の「三位一体の改革」

に伴う地方交付税総額の抑制などにより一般財源の不足を補うなどした結果、平成

２０年度末で残高は１．７億円まで減少しました。この状況を踏まえ、行財政改革

の取組などを実施した結果、平成２３年度末の残高は９．３億円となり、３年間で

７．６億円を積み立てることができました。今後、市税収入が減少した際の年度間

の財源調整や災害等の不測の事態への対応などを考慮し、標準財政規模の１０％と

なる１６億円程度を目標（平成２４年度末の残高は１２．０億円となる見込み）と

した積立てを行っていきます。 

※ 財政調整基金： 経済状況の変化による大幅な税収減や災害の発生などによる財源不足に備えて積み 

立てている基金です。 
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（５）（５）（５）（５）社会保障関係経費に充当した一般財源と市税収入社会保障関係経費に充当した一般財源と市税収入社会保障関係経費に充当した一般財源と市税収入社会保障関係経費に充当した一般財源と市税収入 

扶助費は、景気の低迷や単身高齢者の増加など社会的な背景により、生活保護費

や障害福祉サービス費などが大幅に増加しています。。。。 

今後も、更なる高齢化の進行などに伴い、扶助費などの社会保障関係経費は、確実

に増加すると見込まれます。 

 ※ 社会保障関係経費（再掲）： 扶助費に、国民健康保険、老人保健、後期高齢者医療、介護保険の各特別 

会計への支出金を加えたものです。 

 

（６）（６）（６）（６）地方債地方債地方債地方債 

増加を続けていた一般会計の地方債残高は、平成１９年度に一時減少に転じま

したが、平成２１年度からは微増傾向となっています。これは、土地開発公社の

経営健全化対策及び臨時財政対策債の発行によるものですが、その他の地方債の

償還が進んでいることから微増に止まっています。買戻しの終了した平成２３年度

からは、再び減少しています。 

下水道事業特別会計の市債残高は、平成１３年度をピークに以後、減少を続けてい

ます。 

 
※ 地方債： 地方公共団体が資金調達のために１会計年度を超えて行う借入れです。 
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282
277 273 272 271 268 263 257 251

100

150

200

250

300

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

億円

年度

市債残高の推移

一般会計 下水道事業特別会計
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・ 平成２０年度から平成２２年度までの３年間で市が買戻しを行った結果、土地開発公社の簿価残高は、平

成１９年度末に約７５億円であったものが、平成２３年度末には約４３億円まで減少しています。 

・ その他、市に関係する借入金として、一部事務組合（阿伎留病院組合・西秋川衛生組合・秋川衛生組合・秋

川流域斎場組合：約５４億円）、土地開発公社（約４３億円）があります（いずれも平成２３年度末現在）。 

・ 市債等残高は、元金のみであり、利子を含んでいません。 
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ⅡⅡⅡⅡ    基本的な考え方基本的な考え方基本的な考え方基本的な考え方 

１１１１    第２次あきる野市行政改革推進第２次あきる野市行政改革推進第２次あきる野市行政改革推進第２次あきる野市行政改革推進プラン（改訂版）の構成プラン（改訂版）の構成プラン（改訂版）の構成プラン（改訂版）の構成 

 第２次あきる野市行政改革推進プラン（改訂版）（以下「プラン（改訂版）」という。）

は、平成２２年度から平成２４年度までの３年間を計画期間とした「第２次あきる野市

行政改革推進プラン」の４つの基本方針に基づく改革の推進項目（５９の取組）の成果

を検証し、その進捗状況をまとめるとともに、継続して取り組む必要がある項目につい

て、取組概要を捉え直しています。 

また、４つの「改革の重点項目」を定め、継続する推進項目の中から６つの取組と新

たに設定した４つの取組を併せた１０の取組を重点的に推進することとしています。 

 【第２次あきる野市行政改革推進プラン】 

 

 

 

 

 

 

成果の検証・進捗状況のまとめ・取組概要の捉え直し 

４つの「改革の重点項目」（１０の取組）を設定 

 【プラン（改訂版）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    改革の重点項目改革の重点項目改革の重点項目改革の重点項目    

        （１）（１）（１）（１）アウトソーシングの検討・推進アウトソーシングの検討・推進アウトソーシングの検討・推進アウトソーシングの検討・推進    

民間委託については、これまでも効率的で質の高いサービスを提供するための手

法として、行政改革の重要な取組として位置付け、様々な事務・事業について推進

してきました。また、指定管理者制度については、1６の施設に導入し、市民サー

ビスの向上と経費の削減に取り組んでいます。初期に導入した施設は、指定期間が

終了することに伴う更新の時期を迎えており、事業評価等の実績を踏まえて、更に

質の高いサービスが提供できるよう取り組みます。 

一方、アウトソーシングを推進することにより、職員の専門性や民間事業者等に

対する指導力、チェック機能が低下するなど、行政責任を果たすことができない事

４つの基本方針 

・協働のまちづくりの推進 

・環境共生の取組 

・健全財政の確立と効率的・効果的な行政運営 

・人材育成と組織管理 

基本方針に基づく

改 革 の 推 進 項 目

（５９の取組）を

実行 

 

改革の重点項目 

・アウトソーシングの検討・推進 

・施設の改修計画 

・人材育成の取組の推進 

・コンプライアンスの徹底 

改革の推進項目 

・協働のまちづくりの推進 

・環境共生の取組 

・健全財政の確立 

・効率的・効果的な行政運営 

・人材育成と組織管理 

改 革 の 重 点 項 目

（１０の取組）と

改 革 の 推 進 項 目

（５４の取組）を

併せた６４の取組

を実行 
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態に陥らないようにすることが重要であり、適正な業務の実施や施設の管理運営を

確保するため、定期的にモニタリング（点検・評価）を実施するとともに、必要に

応じて助言や改善指導等を行い、安定的かつ継続的にサービスが提供できるよう取

り組みます。 

 

※ アウトソーシング： 組織の中核となる分野以外の分野を外注化することで、限られた自己の経

営資源を行政が担うべき役割に特化することを目的とした手法を指すものとして用いられて

います。 

※ 指定管理者制度： 市が設置している体育館や保育園、公園などの公の施設について、公共

的団体や企業、ＮＰＯ等の民間団体など、市が指定する団体が指定管理者として施設の管

理運営を行う制度です。 

※ モニタリング： 指定管理者による公共サービスの履行に関し、条例、規則、協定等に従い、適

切かつ確実なサービスの提供が確保されているか確認する手段です。安定的、継続的にサ

ービスを提供することが可能であるか監視（測定・評価）し、確認内容等の公表を行うとともに、

必要に応じて改善に向けた指導・助言を行い、管理運営が適当でないと認めるときは、指

定の取消し等を行う一連の仕組みです。 

 

（２）（２）（２）（２）施設の改修計画施設の改修計画施設の改修計画施設の改修計画    

老朽化する社会資本については、厳しい財政状況の中であっても適正な管理を行

い、市民が安全で安心して利用できるように維持管理する必要があります。 

施設の老朽化の状況を踏まえ、市有建築物や道路、橋りょうなどの保全計画を策

定し、施設等の長寿命化や修繕予算の平準化、財政負担の軽減を図りながら施設の

総合的な管理に努めます。 

 

（３）（３）（３）（３）人材育成の取組の推進人材育成の取組の推進人材育成の取組の推進人材育成の取組の推進    

地方分権の進展に伴い、職員には政策形成能力や法制執務能力の向上が求められ

ています。質の高い行政サービスを実現するため、人材育成基本方針に基づき、職

員を育成するための取組を推進します。 

また、市政運営に女性の視点を生かせるよう、意識向上やスキルアップのための

研修を実施し、女性職員の管理職登用を推進します。 

 

（４）（４）（４）（４）コンプライアンスの徹底コンプライアンスの徹底コンプライアンスの徹底コンプライアンスの徹底    

市民とともにまちづくりを推進していくためには、公務に対する市民の信頼が必

要不可欠であり、職員は公務員としての倫理意識の徹底と高揚に努め、全体の奉仕

者として効率的かつ効果的に職務を遂行する責務があります。 

職員として法令を遵守することは当然のこと、職務外であっても、法令、社会規

範、マナーを率先して遵守していくことが求められていることから、コンプライア

ンスの徹底に努めます。 

 

※ コンプライアンス： 一般には、法令遵守と訳され、事業活動において法律を遵守すること、広

くは倫理や道徳などの社会的規範を守って行動することとされています。 

 

３３３３    改革の改革の改革の改革の推進推進推進推進項目項目項目項目    

（１）（１）（１）（１）    協働のまちづくりの推進協働のまちづくりの推進協働のまちづくりの推進協働のまちづくりの推進    

少子高齢化や環境問題などによる社会情勢の変化、市民ニーズの多様化・個性化

が進む中、行政と市民、市民活動団体、事業者などが連携・協力することにより、

防災や環境、観光など様々な分野において、地域の課題解決に取り組んでいます。 
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今後も共通の目的の下に対等な立場で相互に役割を補完し合い、行政と市民、市

民活動団体、事業者等との責務と役割を明確にしながら協働のまちづくりを進めま

す。 

 

（２）（２）（２）（２）    環境共生の取組環境共生の取組環境共生の取組環境共生の取組    

 市域の約６割を山林が占め、豊かな自然環境に恵まれた「環境都市あきる野」と

して、「郷土の恵みの森構想」の推進や地球環境への負荷の低減を図るエコ活動の取

組など、持続的発展が可能な社会の実現に向けた取組を推進します。 

森を保全・利活用する市民や企業、市などのあらゆる主体が協働で森づくりを進

めることは、地域力の向上や次世代の森の守り人となる子どもたちが「あきる野の

自然と文化を守り引き継いでいく自然愛や郷土愛を持つ」ことにつながります。 

 

（３）（３）（３）（３）    健全財政の確立健全財政の確立健全財政の確立健全財政の確立    

景気低迷の影響等による厳しい財政状況であっても、総合計画等に掲げる施策の

実現や多様化する行政需要に対応できるよう財政の健全化を図ることは必要です。 

そのためには、引き続きコスト意識の徹底を図り、最少の経費で最大の効果を挙

げられるよう、効率的かつ弾力的な財政運営に取り組むとともに、安定的な自主財

源を確保するため、市税等の収納率の向上、不用財産の積極的処分などに取り組む

とともに、通信コストや電気料金の削減に積極的に取り組み、中長期的な視点に立

った行財政運営に努めます。 

 

（４）（４）（４）（４）    効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営    

事務事業の見直しによる改革改善や民間委託等の推進により、スリムで質の高い

行政サービスを提供できる体制を整備します。 

また、施設の管理運営状況の公表や利用者満足度の把握に努め、施設の利用促進

や市民サービスの向上に取り組みます。    

    

（５）（５）（５）（５）    人材育成と組織管理人材育成と組織管理人材育成と組織管理人材育成と組織管理    

  「市民と協働のまちづくり」を推進するため、職員自らが地域に出向いて市民と

交流を図ることで情報を収集し、地域課題の把握に努めるなど、地域に根ざした職

員の育成に取り組みます。 

また、組織の統廃合により、業務を効率的かつ効果的に推進するとともに、職

員を流動的に動員できる制度の活用を図ります。 

 

４４４４    計画期間計画期間計画期間計画期間 

プラン（改訂版）の計画期間は、平成２２年度から平成２４年度までの計画期間に

取り組んだ改革の推進項目の進捗状況等を勘案し、計画期間を２年間延長して平成

２６年度までとします。 

 

５５５５    プランプランプランプラン（改訂版）（改訂版）（改訂版）（改訂版）の進行管理の進行管理の進行管理の進行管理 

プラン（改訂版）に位置付けた行政改革の取組を着実に実行するため、あきる野市

行政改革推進本部に、その進捗状況を定期的に報告し、進行管理を行います。 
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また、行政改革の実効性を高め、開かれた行政運営を推進するため、その状況をホ

ームページ等で公表します。 

※ あきる野市行政改革推進本部： あきる野市行政改革推進プランに基づく改革を推進するため、市長

を本部長に、副市長、教育長、全部長により設置しています。 

 

６６６６    その他の事項その他の事項その他の事項その他の事項 

プラン（改訂版）については、あきる野市行政改革推進市民会議の提言を踏まえて

策定しています。市民会議での検討の過程においては、あきる野市議会に関する意見

がありましたが、市議会は、住民の立場から執行機関を監視し、行政の適正執行を確

保するなど、自律権を持つ意思決定機関であり、その独立性と自主性を確保する必要

があることから、市議会に関する改革の推進項目は定めていません。 

 

※ 自律権： 会議を円滑に進めていくために会議規則を定めるなど、議会内部の問題について国や

東京都、市長の干渉を受けずに自主的に定めることができる権限です。 
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ⅢⅢⅢⅢ    改革の重点項目改革の重点項目改革の重点項目改革の重点項目 

１１１１    アウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングのののの検討・検討・検討・検討・推進推進推進推進 

取組 １ 民間委託等の推進 主管課 
① 関係課 

② 職員課・企画政策課 

概  要 

（H22-H24） 

住民サービスの向上や経費の削減、業務の効率化等の観点で、民間のノウ

ハウが活用できる事務事業については、引き続き、民間委託化を進めます。

公の施設においては、施設の特性や民間の実績等を踏まえ、指定管理者制度

の導入等を推進します。・・① 

また、非常勤職員等により処理している業務を、一括して民間委託する

方式（一括委託方式）について、経費の削減や市民サービスの向上等の効果

を検証し、導入について検討を進めます。・・② 

進捗状況 

平成２３年度に民間委託等の推進について検討し、秋川体育館・中央公民

館と秋川キララホールに指定管理者制度を導入することにしました。 

また、市民課窓口業務、地域包括支援センター、下水道業務、図書館業務

の民間事業者への委託について検討しました。・・① 

なお、一括委託方式については、検証した結果、人件費の削減が見込めな

いことから、導入しないことにしました。・・② 

概  要 

（H25-H26） 

指定管理者制度の導入や民間事業者への業務委託の取組を進め、経費の削

減を図るとともに民間事業者のノウハウを活用することにより、市民サービ

スの向上を目指します。 

なお、適正な業務の実施や施設の管理運営を確保するため、定期的にモニ

タリング（点検・評価）を実施するとともに、必要に応じて助言や改善指導

等を行います。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

一括委託方式 

の検討 

民間委託等の 

推進の検討 
準備 推進 ⇒ 

※ 一括委託方式： 非常勤の職員や嘱託員を雇用している学校給食の調理や配送、保育園の保育士や

調理員、電話交換士、施設管理などの業務を一括して委託するものです。 

 

１１１１－１－１－１－１    指定管理者制度の導入指定管理者制度の導入指定管理者制度の導入指定管理者制度の導入 

取組 ２ 秋川体育館の管理運営主体の検討 主管課 生涯学習スポーツ課 

概  要 

（H22-H24） 

五日市ファインプラザは、平成２１年度から指定管理者による管理運営に

移行し、民間団体のノウハウを活用した事業が展開されており、次年度に

向けた新たな提案も行われています。 

本施設における指定管理者による管理運営の効果を踏まえるとともに、

市民への施設サービスの向上と効率的な運営を更に進めるため、秋川体育館

や市民プールにおける指定管理者制度の導入を検討します。 

進捗状況 

平成２３年度に民間委託等の推進について検討し、秋川体育館は中央公民

館と施設が一体となっているため一括して、平成２５年４月から指定管理者

制度を導入することにしました。 

概  要 

（H25-H26） 

秋川体育館と中央公民館は、指定管理者制度の導入により、経費の削減を

図るとともに民間事業者のノウハウを活用して、市民サービスの向上を図り

ます。 

なお、中央公民館は、施設・設備の維持管理業務と窓口業務のみ指定管理

とし、寿大学や講座等の事業は、引き続き、公民館担当が行います。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ 準備 導入  
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・ 五日市ファインプラザにおける指定管理者制度導入の効果として、 トレーニング室では、新規機器に

入れ替えられるとともに、全日、指導員が配置し、個人向けプログラムを数多く展開するなどにより、個人利

用者が増加しています。また、プールの開館時間の拡大やスポーツサークルラウンジの開設、リーフレ

ットの更新など、新たなサービスの向上が図られています。 

 

取組 ３ 
秋川キララホールの管理運営方法

の検討 
主管課 生涯学習スポーツ課 

概  要 

（H22-H24） 

秋川キララホールにおいては、市民自らが芸術文化の担い手であるという

意識を高める取組として、市の芸術文化資源の掘り起こしや市民自身が事業

の運営主体としてコンサートや発表会等を開催するなど、市民との協働による

事業運営等を進めます。こうした取組を進める中で、管理運営の方法を検討

します。 

進捗状況 

平成２３年度に民間委託等の推進について検討し、平成２５年４月から指

定管理者制度を導入することにしました。 

なお、事業者からは、市民音楽団体への支援・育成や秋川キララホール協

力員についての取組の提案を受けており、市民との協働による事業運営の取

組は継続します。 

概  要 

（H25-H26） 

秋川キララホールは、指定管理者制度の導入により、経費の削減を図ると

ともに民間事業者のノウハウを活用して、市民サービスの向上を図ります。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ 準備 導入  

 

１１１１－２－２－２－２    民間事業者への業務委託民間事業者への業務委託民間事業者への業務委託民間事業者への業務委託 

取組 ４ 市民課窓口業務の委託（新規） 主管課 市民課 

概  要

（H25-H26） 

市民課窓口での各種証明書（住民票や印鑑証明等）の申請受付、交付業務、

住民異動届出の入力業務等の民間委託の取組を進め、経費の削減や市民サー

ビスの向上を図ります。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

－ 検討 準備 実施  

 

取組 ５ 地域包括支援センターの委託（新規） 主管課 高齢者支援課 

概  要

（H25-H26） 

民間に委託している五日市はつらつセンターでの実績や経費の削減効果を

検証し、秋川地区の地域包括支援センター（高齢者はつらつセンター）の民

間委託について検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

－ － 検証 検討 ⇒ 
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取組 ６ 下水道業務の委託（新規） 主管課 管理課 

概  要 

（H25-H26） 

公共下水道維持管理業務については、業種ごとに委託可能な業務から委託

していきます。 

また、公共下水道汚水管きょ整備事業についても業務委託していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

－ － 検討 検討・実施 ⇒ 

 

取組 ７ 図書館の管理運営方法等の検討 主管課 図書館 

概  要 

（H22-H24） 

図書館は、平成２１年度、２１人の職員で１中央館・３分館を管理運営

していますが、その市民サービスの質・量を確保しつつ市民ニーズの多様化

に応えるとともに、簡素で効率的な行政運営を実現するため、職員体制を含

め、その効果的、効率的な管理運営方法等を検討します。 

進捗状況 

民間委託等を推進する取組として、指定管理者制度の導入や業務委託によ

る運営について検討し、中央図書館増戸分室については、市民サービスの向

上と経費の削減を図るため、平成２５年４月から全面業務委託することにし

ました。 

概  要 

（H25-H26） 

東部図書館エル及び五日市図書館は、中央図書館増戸分室の業務委託にお

ける実績を検証し、指定管理者制度の導入について検討します。 

また、中央図書館は、人員の配置や業務内容、経費の削減効果を検証し、

施設・設備の維持管理業務の委託ついて、検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ 
増戸分室準備 

 

増戸分室実施 

検討 

 

準備 

 

２２２２    施設の改修計画施設の改修計画施設の改修計画施設の改修計画 

取組 ８ 施設の総合的管理の実施 主管課 施設営繕課 

概  要 

（H22-H24） 

施設の適正な管理を行い、市民が安全で安心して施設を利用できるように

するため、施設の管理台帳の作成を進めつつ、個々の施設の老朽化状況を

踏まえた施設改修の必要性等の検討を進めます。 

これにより、施設の有効活用の視点を反映した長期修繕計画を策定し、

適切な時期に適切な修繕等を行うことにより、建物の長寿命化や予算の

平準化、財政負担の軽減を図ります。 

進捗状況 
市有建築物の保全計画の基となる公共施設台帳整備の取組として、施設概

要や図面等の電子データ化・一元管理化に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

老朽化する社会資本については、厳しい財政状況が続く中にあっても、適

正な管理を行い、市民が安全で安心して利用できるように維持管理する必要

があるため、資産管理の適正化と併せて、効率的・計画的な施設の更新につ

いての計画を策定し、建物等の長寿命化や予算の平準化、財政負担の軽減を

図ります。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ 調査 
調査・ 

計画策定 
台帳更新 
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３３３３    人材育成の取組の推進人材育成の取組の推進人材育成の取組の推進人材育成の取組の推進 

取組 ９ 人材育成基本方針の推進 主管課 職員課 

概  要 

（H22-H24） 

地方分権が進む中、地方自治体には、自己決定・自己責任の原則の下、社

会情勢の変化や多様化する市民ニーズに的確に対応しながら、最少のコストで

最大のサービスを将来にわたって安定的に提供していくことが求められてい

ます。また、地方分権化時代にふさわしい自覚と責任を持った自立した職

員が求められています。 

このような中、市が求める職員像や人材育成の方策などを示す基本方針を

策定し、人事配置・人事管理などの総合的な人材育成に取り組みます。 

進捗状況 
平成２３年３月に「人材育成基本方針」を策定し、人事管理、職員研修、

職場環境の整備充実による人材育成の推進に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

地方分権の進展に伴い、職員の政策形成能力や法制執務能力の向上が求め

られており、少数精鋭主義による質の高い行政サービスを実現するため、人

材育成基本方針に基づき、所属長による人材育成推進計画の実施等、職員を

育成するための取組を推進します。 

また、女性の視点を生かした市政運営を推進するため、女性職員に対し

て、意識啓発やスキルアップに向けた研修を実施し育成を図るとともに、

管理職登用を推進します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

方針策定 取組の推進 ⇒ ⇒ ⇒ 

 

４４４４    コンプライアンスの徹底コンプライアンスの徹底コンプライアンスの徹底コンプライアンスの徹底 

取組 １０ コンプライアンスの徹底（新規） 主管課 職員課 

概  要 

（H25-H26） 

コンプライアンスを法令遵守として捉えるだけでなく、社会的規範や組織

倫理を含めた市民や社会からの信頼を高める取組とし、服務規律の確保、公

務員倫理の徹底、不祥事防止等庁内のコンプライアンスの向上を着実に推進

していくため、組織的なコンプライアンスの取組を推進します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

－ － 実施 ⇒ ⇒ 
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ⅣⅣⅣⅣ    改革の推進項目改革の推進項目改革の推進項目改革の推進項目 

１１１１    協働のまちづくり協働のまちづくり協働のまちづくり協働のまちづくりの推進の推進の推進の推進 

取組 １１ 協働のまちづくりのあり方の構築 主管課 企画政策課 

概  要 

（H22-H24） 

市民と行政の役割と責務を明確にし、市民と協働のまちづくりを推進して

いくため、あきる野市としての協働のまちづくりのあり方を構築します。こ

れに基づき、市の各種計画の策定過程への市民の参画や市民の提案を生かし

た協働事業の推進など、市民と市が適切な役割分担と責任の下で、協働によ

る新たな事業展開を進めます。 

進捗状況 
各部署における各種団体と連携して実施している事業を把握するとともに、

団体等からの提案に基づく協働事業への支援について、調査・研究しました。 

概  要 

（H25-H26） 

協働の取組の進捗状況を把握するとともに、必要に応じてテーマごとに「協

働のあり方」を具現化していくことで、協働のあり方の構築に向けた検討を

行います。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 １２ 市民との協働プロジェクトの推進 主管課 

① 地域防災課 
② 環境政策課 
③ 観光商工課・観光ま

ちづくり活動課 

概  要 

（H22-H24） 

防災・安心地域委員会では、各地域の特性に合った防災に関する取組など

を市と連携しながら地域住民が自主的に行っています。この活動を側面的に

支援する目的で設置している地域コミュニティ応援隊は、職員のボランティ

アにより組織されており、今後とも、委員会と協働して活動を進めます。・・① 

また、「郷土の恵みの森構想」を実現する取組として、ボランティアによる

森林サポートレンジャーあきる野を組織し、地域住民と連携した森づくりを

進めます。・・② 

このような市民との協働プロジェクトを推進するに当たっては、市民と職員

がその役割を自覚した上で、具体的な事業を協力しながら展開していきます。 

進捗状況 

各地区の防災・安心地域委員会は、それぞれの地域特性を踏まえた防災活

動を展開し、全地区の防災力を向上させるための本部会議の開催や「地域防災

リーダー」の育成などにも取り組んでいます。・・① 

また、森林サポートレンジャーあきる野は、町内会・自治会が行っている

森づくり事業やイベントにボランティアとして参加しています。・・② 

概  要 

（H25-H26） 

防災・安心地域委員会での取組に加えて、地域力の向上を図るための新たな

取組として、まちづくりのパートナーである町内会・自治会へのコミュニティ

事業交付金を創設します。・・① 

「郷土の恵みの森構想」を実現する取組は、森林サポートレンジャーあきる野

の活動などにより、引き続き地域住民と連携した森づくりを進めます。・・② 

また、市と民間事業者等で構成する地域経済活性化本部において、総合的

な産業の振興と地域経済力の更なる強化を図るとともに、ボランティアによ

る地域産業活性化応援隊を組織し、３つの活性化委員会と連携したまちづく

りを進めます。・・③ 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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※ 防災・安心地域委員会： 市民の安全で安心できる暮らしを守るため、市の旧町村（７地区）を単位に地

域の特性に合った防災に関する取組などを地域の住民が自主的に行うことにより、災害に強いまち

づくりを進めるとともに、地域コミュニティの活性化を図るために設置した組織です。また、地域コミュ

ニティ応援隊は、この委員会を側面的に支援する市職員のボランティア組織です。 

※ 郷土の恵みの森構想： 本市にある森林や清流などの豊かな自然環境を守り、将来にわたって引き継

いでいくため、市民や事業者などとの協働による保全と活用の仕組みを始め、生物多様性の保全や

地域づくりといった幅広い視野のもと、継続して森づくりができるシステムなど、持続的発展が可能な

社会の実現に向けた取組をまとめたものです。 

※ 森林サポートレンジャーあきる野： 「郷土の恵みの森構想」に位置付けられた森づくりの取組について、

地域住民との連携により活動を進めていくためのボランティアによる組織です。 

※ 地域経済活性化本部： 市長を本部長として、３つの活性化委員会、民間事業者等で構成し、民間の

知恵や技術等の支援を得ながらまちづくりを進め、市全体の総合的な産業の振興と地域経済力の更

なる強化を図るために設立した組織です。 

※ 地域産業活性化応援隊： ３つの活性化委員会と協働して、地域の活性化に向けて活動しているボラ

ンティアによる組織です。 

※ ３つの活性化委員会： 秋川駅北口地区、五日市地区及び養沢地区で組織している活性化委員会で、

地域の事業者や住民等で構成し、地域産業の活性化と住民の生活環境の向上を目的として設置し

ている組織です。 

 

取組 １３ 地域懇談会の実施 主管課 企画政策課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

平成２１年１０月に実施した「地域懇談会」は、地域住民との意見交換に

より、地域の課題や要望を把握し、市政運営に反映させる取組として実施し

ていますが、この取組を継続して実施します。 

進捗状況 

市三役、企画政策部等関係職員、地域コミュニティ応援隊の正副リーダー

が町内会・自治会正副会長を中心とする地域住民と話合いを持つ場として、

毎年、市内６地区で開催しています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、地域の課題について、市民の意見を聴取できる会として実施し

ていきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 １４ 市民の視点に立った政策提言の検討 主管課 市長公室・企画政策課 

概  要 

（H22-H24） 

市長への手紙などにより、市民から寄せられる行政改革に関する政策提言

等の意見は、市民委員で構成する「あきる野市行政改革推進市民会議」に

おいて、その実施効果や問題点などを議論し、市民の視点に立った政策提言

の検討を行うなど、市民の意見を行政運営へ反映する手法として活用します。 

また、市民会議には、本プランの進捗状況を検証していただくとともに、

新たな行政改革の取組等について、市長に対して提言や助言をしていただき

ます。 

進捗状況 

事務事業の今後の方向性について市民会議から意見をいただき、事務改善

に努めました。 

また、市民会議において、プランの進捗状況を検証し、平成２３年１２月

に「今後のあきる野市行政改革推進に向けた重点提言」により、財政の健全

化、協働のまちづくり、環境共生、行政運営について、市民の視点から提言

をいただきました。 

概  要 

（H25-H26） 

市民会議からの重点提言の内容をプラン（改訂版）に反映させて策定する

ことで、市民の視点に立った政策を推進していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ あきる野市行政改革推進市民会議： 地方行政を取り巻く極めて厳しい社会経済情勢の変化に的確

に対応し、市民とともに行政改革の着実な推進を図るため、識見者、公募の市民及び各種団体の代表

者などにより構成された組織です。本プランは、この市民会議からの提言を踏まえて策定しています。 

 

取組 １５ 
市民アンケート調査を活用した

行政運営の推進 
主管課 企画政策課 

概  要 

（H22-H24） 

多様な市民ニーズを的確に把握し、時代の変化に柔軟に対応した行政運営

を進めていくため、市民アンケート調査の調査項目の見直しを行いながら、

行政運営に積極的に活用を図っていきます。 

進捗状況 

平成２３年度まで毎年、１８歳以上の市民２,５００人に市民アンケート調

査を行い、調査項目に「窓口サービスについて」などの設問を設けて、市民

サービスの向上に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

市民アンケート調査は、市民の施策に対する満足度・重要度や市民ニーズ

を把握する取組として隔年で実施し、行政運営に積極的に活用を図っていき

ます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒  実施  
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取組 １６ 各種委員会委員への市民参画 主管課 全課 

概  要 

（H22-H24） 

「各種委員会等委員の選任に関する指針」と「各種委員会等委員の市民公

募に関する基準」に基づき、委員会等への市民参画を推進することにより、

委員会等の活性化と公正で透明な運営を図ります。 

進捗状況 

各種委員会等の委員の委嘱状況を調査し、その結果を閲覧できるようにし

て、「各種委員会等委員の選任に関する指針」に基づく男女比率、年齢層、在

任期間等に留意して、委員等を選出しています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、毎年調査を実施して、各種委員会委員への市民参画に取り組み

ます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 １７ パブリックコメントの実施 主管課 全課 

概  要 

（H22-H24） 

「あきる野市におけるパブリックコメントに関する指針」に基づき、政策

形成過程への市民参画や行政運営の公正の確保と透明化の向上を図ることに

より、市民に開かれた市政運営を推進します。 

また、この実施状況等については、市民に分かりやすい形にして、市のホ

ームページ等で情報提供します。 

進捗状況 

平成２２年度は６件の計画、平成２３年度は６件の計画と１件の条例、平

成２４年度は５件の計画と３件の条例について、パブリックコメントを実施

しました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、政策形成過程への市民参画や行政運営の公正の確保と透明化の

向上を図るため、パブリックコメントを実施し、実施状況等について、市の

ホームページ等で情報提供します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ パブリックコメント： 市の基本的な政策等を策定等する過程において、その趣旨、目的、内容その他必

要な事項を公表し、広く市民等から意見を求め、提出された意見を考慮して意思決定を行うとともに、

意見に対する市の考え方を公表する一連の手続を言います。 
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取組 １８ アダプト制度の導入 主管課 管理課 

概  要 

（H22-H24） 

市民の参加と協力により、市民と行政の役割を明確にしながら、道路や公

園などにおいて、市民の意見や活力を最大限に活用したボランティアによる

美化活動として、清掃や除草などを行うアダプト制度を導入します。 

進捗状況 
平成２２年度に「公共施設アダプト制度実施要綱」を策定しました。５団

体が申し込み、草むしりや清掃、ゴミ拾いなどの美化活動を行っています。 

概  要 

（H25-H26） 

アダプト制度の参加団体が増えるよう、広く市民に啓発していくとともに、

活動が継続できるよう支援し、アダプト制度を推進していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

※ アダプト制度： 身近な公共空間である道路、公園、河川などについて、市が地域住民や地元企業等と

定期的に美化活動を行うことを契約する制度です。地域住民などは、ボランティアで活動に参加し、

市はその活動に対して一定の支援を行います。 

 

取組 １９ 市政情報の共有化 主管課 市長公室・全課 

概  要 

（H22-H24） 

市民と協働のまちづくりを進めていく上では、市が保有する情報を積極的

に市民に提供し、その共有化を図ることにより、市政情報の透明化を実現し、

市政に関心が持てるようにすることが必要です。 

このため、市の広報紙やホームページにより、引き続き、市で取り組んで

いる事務事業や財政状況、施設の利用状況等、市民が知りたい市政情報を分

かりやすく提供します。 

進捗状況 

新聞を購読していないために広報紙が届かない世帯で、個別配布を希望す

る世帯には、平成２４年度から個別配布を行っています。 

また、ホームページに観光情報を中心としたフェイスブックページを開設

しました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、市政情報を分かりやすく提供するとともに、本市の観光情報を

中心としたフェイスブックでの取組や他市における対話型の情報提供（ソー

シャルネットワーク等）の取組等を参考に、対話型の情報提供のあり方につ

いて検証を進めます。 

また、将来を担う子どもたちに対する取組として、教育現場で市の広報紙

やホームページの活用について検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ 
検討 

実施 
⇒ 

※ フェイスブック： 実名で、現実の知り合いとインターネット上でつながり、交流をするソーシャルネットワ

ーキングサービスです。 

※ ソーシャルネットワーク： インターネットを活用したコミュニケーションサービス。人と人とのつながりを

サポートするコミュニケーションサービスで、名前や職業、趣味などのプロフィールを登録し、自分が

どのような人物なのかを公開することによって、信頼あるネットワークを広げることができる。 
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取組 ２０ 情報公開コーナーの充実 主管課 総務課 

概  要 

（H22-H24） 

市で作成している様々な計画書や調査報告書等、国や東京都、その他の

団体が発行している各種図書を全庁的に収集整理し、その一覧表を作成する

など、市民にとって利用しやすい情報公開コーナーの充実を進めます。 

進捗状況 

情報公開コーナーの書架の配置や資料等の位置を変更して、利用しやす

くしました。 

また、各種資料を収集して充実を図るとともに、データ入力を行い、索

引簿を作成しました。 

概  要 

（H25-H26） 

取組を継続し、市民にとって利用しやすい情報公開コーナーの充実を進

めます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ２１ 情報セキュリティ対策の充実 主管課 情報システム課 

概  要 

（H22-H24） 

住基ネットの稼動以来、いかに情報資産を守るべきかが重要な課題になっ

ています。このため、情報セキュリティポリシーを改訂するとともに、これ

を遵守するための具体的な実施手順書の作成等を進めます。 

進捗状況 
情報セキュリティポリシーを改訂するとともに、これを遵守するための具

体的な実施手順書を作成し、内部監査を実施しました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、内部監査及び外部監査により、情報セキュリティポリシーの運

用状況を確認し、情報セキュリティ対策の充実を図ります。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

－ 

情報セキュリティ 

ポリシーの改訂 

実施手順書の策定 

実施 ⇒ ⇒ 

※ 住基ネット（住民基本台帳ネットワークシステム）： 住民の利便性の向上と国、地方公共団体の行政の

合理化のため、居住関係を公に証明する住民基本台帳（氏名、生年月日、性別、住所などを記載し

た住民票を編成したもの）をネットワーク化し、全国共通で本人確認できるシステムとして構築したもの

です。 

※ 情報セキュリティポリシー： 企業や自治体などの組織における情報資産のセキュリティ対策について、

総合的・体系的かつ具体的に取りまとめたものです。 
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２２２２    環境共生の取組環境共生の取組環境共生の取組環境共生の取組 

取組 ２２ 「郷土の恵みの森構想」の推進 主管課 環境政策課 

概  要 

（H22-H24） 

「郷土の恵みの森構想」を推進するには、地域の森林と深い関わりのある

地域住民との連携が不可欠であり、継続して活動するための動機付けや支援

も必要です。このため、地域の意見を伺いながら、その方策を検討し、地域

特性に応じた取組を推進します。 

また、環境政策推進の観点から、国や東京都と連携して事業化に取り組む

とともに、ボランティアによる森林サポートレンジャーを組織し、地域との

協働による森づくりを進めていきます。 

進捗状況 

平成２３年３月に「郷土の恵みの森づくり基本計画」を策定するとともに、

森の子コレンジャーの活動、産学官が連携した菅生地区での森づくり、秋川

流域ジオパーク推進会議の取組などを進めています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、郷土の恵みの森構想の取組を推進します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ 森の子コレンジャー： 小学４年生から６年生を対象にした、森林レンジャーあきる野や地域の方と一緒

に、市内の自然の中で学び遊びながら森づくりを行う子どもたちで、四季を通じて森と生き物と人との

つながりを心と体で学ぶ活動を行っています。（平成２４年度までは、中学生も対象としていました。） 

※ 秋川流域ジオパーク推進会議： 秋川流域は、化石の宝庫ともいえる全国でも有数の地域であり、この

ような貴重な大地と自然・文化を活用して、観光や商業など地域の活性化を目指していくため、秋川

流域市町村と連携し、地域住民、関係団体が主体となり設置した会議で、日本ジオパークの認定に

向けた取組を進めています。 

※ ジオパーク： 自然遺産や文化遺産を有する地域が、それらの様々な遺産を有機的に結びつけて保全

や教育、ツーリズムに利用しながら地域の持続的な経済発展を目指す仕組みであり、「大地の公園」

とよばれています。日本ジオパーク委員会が認定する「日本ジオパーク」と世界ジオパークネットワー

クへの加盟を認定された「世界ジオパーク」があります。 

 

取組 ２３ エコ活動の推進 主管課 総務課・全課 

概  要 

（H22-H24） 

環境への影響を持続的に改善するため、平成１４年に環境マネジメントシ

ステムの国際規格「ＩＳＯ１４００１」を認証取得し、庁舎における環境活

動を展開してきました。平成２１年１０月からは、対象施設を市の職員がい

る２７の公共施設に拡大し、市の独自システムとなる「あきる野エコ活動」

により職員による環境に配慮した活動を推進しています。 

引き続き、地球環境への負荷の低減を図るため、省エネルギーや省資源化

などのエコ活動に全庁的に取り組みます。 

進捗状況 
公共施設において、毎年、目標値を設定して、電力・水の使用量、紙の購

入量、庁用車燃料の使用量、一般廃棄物の排出量の削減に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、省エネルギーや省資源化などのエコ活動に取り組むとともに、

二酸化炭素排出量の削減など、地球温暖化防止の取組について、検討・実施

します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ 検討・実施 ⇒ 

※ あきる野エコ活動： 平成１４年９月から平成２０年９月までの期間において認証取得していたＩＳＯ１４００１

の精神を引き継ぎ、市の公共施設において、地球温暖化防止対策実行計画を推進し、地球環境へ

の負荷の低減を図るために行う市職員による環境に配慮した活動です。 
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取組 ２４ 遊休農地の利用促進 主管課 農林課 

概  要 

（H22-H24） 

平成２１年１２月に施行された改正農地法により、農地は所有から効率的

な利用へと見直しがされており、今後、遊休農地の利用が加速化していくこ

とが見込まれます。 

このため、遊休農地に係る実態調査や農業者の規模拡大、遊休農地所有者

の貸借等に関する意向調査を行い、農地の流動化（仲介）に段階的に取り組

みます。 

進捗状況 

所有者の意向などを記載した遊休農地台帳を作成しました。地権者と認定

農業者との間で賃貸借契約を交わして、遊休農地の解消と農業者の経営規模

拡大に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、遊休農地の解消と農業者の経営規模拡大に取り組むとともに、

１００㎡規模の農園を設置し、新規就農者及びボランティアの確保・育成に

取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

調査・実施 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ２５ 庁用自転車の活用 主管課 総務課・全課 

概  要 

（H22-H24） 

「地球温暖化防止対策実行計画」に基づく省エネ活動を推進するため、職

員が事務所から近距離の移動をする場合には、自転車（電動アシスト自転車

を含む。）を利用し、燃料費や庁用自動車の削減につなげていきます。 

進捗状況 

電動アシスト自転車５台と各課で保有している自転車９台を点検整備し

て、活用しています。平成２２年度と平成２３年度の燃料費の削減額は、合

計で１０４,０９９円となっています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、庁用自転車の活用により、燃料費や庁用自動車の削減につなげ

ていきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

利用 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ２６ 放置自転車の有効活用 主管課 地域防災課 

概  要 

（H22-H24） 

放置自転車については、平成２１年度に設置した「あきる野市放置自転車

活用検討委員会」の検討結果に基づき、資源の有効な利用の促進を図ります。 

進捗状況 
平成２４年度までに再活用自転車７２台を整備して、市施設や公共的団体

に提供し、活用しています。                                                                                                                             

概  要 

（H25-H26） 

あきる野市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例における「放置さ

れた自転車等に対する措置及び移動整理した自転車等の措置」の規定に基づ

き、引き続き、放置自転車の整理作業や整備を行い、整備した再活用自転車

を市施設や学校等で再活用します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討・実施 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 
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３３３３    健全財政の確立健全財政の確立健全財政の確立健全財政の確立 

取組 ２７ 財政運営の対応（経常収支比率） 主管課 財政課 

概  要 

（H22-H24） 

本市の経常収支比率は、平成１９年度決算の１０２．１％から平成２０年

度決算で１０１．３％と０．８ポイント改善していますが、依然として財政

構造の弾力性が失われており、大変厳しい状況です。 

このような中、計画的に経常収支比率を縮減していくため、平成２３年度

における経常収支比率の数値目標を９９％にするとともに、長期的（平成  

３０年度）には９０％以下を数値目標として運用していきます。 

進捗状況 
経常収支比率の計画的な縮減に向けて、人件費や補助金などの縮減・適正

化の取組などを継続的に実施しています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、計画的に経常収支比率を縮減していくとともに、長期的（平成

３０年度）には９０％以下を数値目標として運用していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

９４．９％ ９５．５％    

 

取組 ２８ 財政運営の対応（公債費比率） 主管課 財政課 

概  要 

（H22-H24） 

起債は、耐用年数の長い施設等の建設のための「借入金」として、財政負

担の年度間調整を図り、将来の住民にも負担してもらうという「世代間負担

の公平」という性格を持つものです。市では、現在、公債費比率が１２．５％

を超えないよう、国や東京都の同意を受け、計画的に予算化をして執行して

います。 

しかし、近年の厳しい社会経済状況の中、これに過大に依存した財政運営

は、毎年の公債費（借入金の返済金）が財政を圧迫するとともに、次世代の

大きな負担になることから、長期的（平成３０年度）には１０％以下を目標

に運用していきます。 

進捗状況 

平成２２年度の公債費比率は、前年度比で０．５％の減少となり、起債総

額は、率にして前年度比２９．３％減少しました。土地開発公社の経営健全

化事業については、将来への過大な負担とならないよう計画的な実施に努め

ています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、起債に過大に依存した財政運営にならないよう、長期的（平成

３０年度）には１０％以下を目標に運用していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

１１．９％ １１．５％    

 ※ 公債費比率： 一般財源のうち、公債費に割り当てられた額の、標準財政規模に対する割合を示すもの

です。これは、財政の弾力性を表しており、この数値が高いほど硬直性が高くなります。 

 ※ 標準財政規模： その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す

ものです。 
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取組 ２９ 市税等の徴収対策の強化 主管課 徴税課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

自主財源の確保と税負担の公平性の観点から、課税客体の把握に努めると

ともに、徴収率の向上のため、引き続き、財産の差押えを始め、インターネ

ット公売など、徴収強化に取り組みます。 

なお、引き続き、収入の安定確保と納税しやすい環境を整えるため、口座

振替制度の促進や滞納者への納税相談の実施、新たな納税方法としてコンビ

ニ収納等の検討に取り組みます。 

進捗状況 

市税、学童クラブ育成料、学校給食納付金のコンビニ収納を平成２４年度

分から開始しました。 

また、東京都からの職員の随時派遣により、捜索を積極的に行いました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、財産の差押えを始め、インターネット公売、給与特別徴収の推

進など、徴収強化に取り組みます。 

また、近隣自治体とのサポート体制を実施し、捜索の更なる強化に取り組

みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

収納率（平成２３年度決算）                  （単位：円） 

区 分 現年度分の税額 滞納繰越分の税額 合 計 

調 定 額 10,603,125,165 429,202,435 11,032,327,600 

収 入 額 10,447,625,848 122,659,630 10,570,285,478 

不納欠損額 3,463,006 29,912,487 33,375,493 

本 年 度 98.5％ 28.6％ 95.8％ 

前年度同期 98.2％ 29.6％ 95.6％ 

 

取組 ３０ 
進出企業に対する奨励措置制度

の導入 
主管課 観光商工課・都市計画課 

概  要 

（H22-H24） 

秋川高校跡地等へ企業を誘致し、産業の振興や雇用の促進を図ることによ

り、市税の根幹を成す市民税（個人・法人）の増収を図るため、進出企業に

対する奨励措置制度の導入を検討します。 

進捗状況 

平成２２年度に企業誘致戦略チームを組織して、企業立地奨励金制度など

について調査・研究しました。その後、秋川高校跡地が、平成２５年に開催

される国民体育大会（馬術競技）の開催地となったことから、平成２５年度

以降に改めて検討することとしています。 

概  要 

（H25-H26） 

企業誘致戦略チームにおいて、平成２２年度に実施した調査・研究を基に、

進出企業に対する奨励措置制度について、検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討   検討 ⇒ 

・ 秋川高校跡地は、市街化調整区域内にあるため、企業誘致をする場合には、市街化区域へ編入するた

めの線引きの見直しを行うことが必要です。 
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※ 奨励措置制度： 企業誘致を促進する地区において、新規進出や規模拡大をする企業に対し、固定資

産税等に相当する奨励金を助成等するものです。 

※ 市街化調整区域： 市街化を抑制すべき区域であり、原則として建築物を建てることができない区域で

す。 

※ 市街化区域： 既に市街地を形成している区域や計画的に市街化を図るべき区域です。 

※ 線引きの見直し： 市街化区域と市街化調整区域の区域区分を変更し、主に市街化調整区域にある土

地を市街化区域に編入することです。市では、秋川高校跡地を含め、市街化調整区域にある既成市

街地（宅地化が進んでいる地区）を市街化区域へ編入することについて、その決定権者である東京

都との協議を継続して実施しています。 

 

取組 ３１ 寄附を活用したまちづくり 主管課 契約管財課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

寄附を通して市政に対する関心や参加意識を高め、市民を始めとする不特

定多数の方の参加によるまちづくりの仕組みとして持続的に機能させるため

には、寄附の使い道やそれがどのような成果につながるかを明らかにするな

ど、寄附を活用したまちづくりビジョンを明確に提示する必要があります。 

このため、寄附によるまちづくりの考え方を確立するとともに、その考え

に対する寄附賛同者の信頼を高め、持続的に寄附が募れるよう制度の充実を

図ります。 

進捗状況 

郷土の恵みの森づくり事業基金を作り、ホームページやパンフレットの配

布などにより、市民や企業、各種団体の皆様に寄附金のご協力をお願いして

います。平成２３年度からは、郷土の恵みの森づくり事業に指定寄附をして

いただいた市民等に、秋川渓谷瀬音の湯の招待券を贈呈する取組や秋川渓谷

瀬音の湯に設置している自動販売機の設置者等から、清涼飲料水の販売本数

に乗じて寄附していただく取組も行っています。 

概  要 

（H25-H26） 

平成２４年度に制定した「あきる野市寄附採納事務取扱規程」に基づき、

持続的に寄附が募れるよう制度の充実を図るとともに、郷土の恵みの森づく

り事業に対する継続的な寄附が募れるよう、市民や企業等に対する働き掛か

けやホームページを活用したＰＲに取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討・充実 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ３２ 不用財産の積極的処分 主管課 契約管財課・管理課 

概  要 

（H22-H24） 

廃道敷地や旧水路敷地などの不用財産については、歳入確保の観点から、

なお一層積極的な処分に取り組みます。 

進捗状況 

平成２２年度に「あきる野市未利用地等利活用基本方針」を策定して、不

用財産（廃道敷地等）の積極的な処分を行っています。平成２２年度から平

成２４年度までの３年間の実績は、廃道敷地等の払下げは１９件で、 

１１,７８２,７７３円、市有地の売却は８件で、５２,９９３,３８８円、合計

で６４,７７６,１６１円となっています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、「あきる野市未利用地等利活用基本方針」に基づき、廃道敷地や

旧水路敷地などの不用財産の積極的な処分に取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 ３３ 新たな財源の発掘 主管課 
① 契約管財課・関係課 

② 課税課 

概  要 

（H22-H24） 

新たな財源を発掘するため、公共施設における自動販売機の設置に係る競

争入札の導入など、財源確保策としての可能性や効果を検討します。・・① 

また、地方公共団体が条例により独自に定めることが可能な法定外税の導

入等について調査・研究を進めます。・・② 

進捗状況 

本庁舎と外部施設に設置している自動販売機の設置事業者を貸付料率によ

る競争入札で決定することで、貸付料収入の確保に取り組んでいます。平成

２２年度から平成２４年度までの３年間の実績は、合計で２１,９５２,０００円

となっています。・・① 

法定外税の導入については、近隣市町村の水源かん養税について、調査・

研究を行いました。・・② 

概  要 

（H25-H26） 

自動販売機の設置に係る競争入札は、貸付期間を２年間として継続し、さ

らに庁舎エレベーター内の広告物掲出の競争入札を行い、新たな財源確保に

取り組みます。なお、法定外税の導入については、将来的な可能性を含め、

近隣市町村と協議し、研究を継続します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 

実施 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ３４ 有料広告の拡大 主管課 企画政策課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

市の発行物やモニター広告など、新たに広告媒体となりうるものについて

調査・検討し、広告収入の拡大を図ります。 

※ 封筒、有料ごみ袋、パンフレットなど 

進捗状況 

「広告掲載取扱要綱」を制定して、掲載する広告の取扱いについて必要な

事項を定め、広告掲載審査委員会により審査することにしました。 

取組としては、「介護保険サービスガイドブック」を事業者が広告料収入に

より作成しました。 

また、「くらしの便利帳」を広告料収入により事業者と共同発行して、全戸

配布しました。 

なお、モニター広告は、設置場所等に課題があるため、課題の解決・導入

に向けて引き続き検討します。 

概  要 

（H25-H26） 

これまでの取組に加えて、市内案内図の設置や「ごみの出し方＆ごみ収集

カレンダー」など、新たに広告媒体となりうるものについて調査・検討し、

広告収入の拡大を図ります。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 

実施 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ モニター広告： 市民課受付フロアーなどにＴＶモニターを複数設置し、行政情報（１／４程度）及び広

告を放映する広告事業であり、設置費、制作費は、設置業者が負担します。 

※ 市内案内図： １階フロアーに市内案内図（地図）を設置し、観光情報や避難所等の情報を提供する事

業であり、設置費、制作費は、設置業者が負担します。 
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取組 ３５ 補助金・負担金のあり方 主管課 財政課 

概  要 

（H22-H24） 

補助金は、その性質や目的、活動、成果水準、現状における課題とその改善

余地を調査し、その分析と交付対象者の活動を把握することにより、限りある

財源で最大限の効果を生むよう、そのあり方を検討します。 

また、負担金には、法令に基づく加入義務付けのない任意団体（協議会等）

に対する法令外負担金（会費等）など、時間の経過とともに、その目的・効果

等が薄れてきているものがあります。 

このため、その団体の活動が市に対し、どのような効果をもたらしているか

等を検証した上で、継続加入の必要性を検討し、これにより継続加入や脱会等

を判断し、対応を図ります。 

なお、土地開発公社については、土地開発公社の経営健全化計画に基づき、補

助金として利子補給等をしていますが、引き続き、経営の改善に取り組みます。 

進捗状況 

補助金については、内容の見直しなどにより縮減が図られています。土地

開発公社については、経営健全化計画に基づき、市による買戻しなど、計画

的な簿価の縮減に取り組んでいます。簿価の縮減により、土地開発公社への

利子補給の補助金も縮減され、平成２３年度の補助金は、率にして前年度比

で２４．６％の減少となりました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、補助金・負担金のあり方の検討、土地開発公社の経営の改善に

取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 

実施 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ 土地開発公社： 公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、公有地等の取得、管理、処分等を行う

ことを目的に、市の全額出資により設立した法人です。 

※ 経営健全化計画： 土地開発公社の保有土地の縮減を図り、経営の健全化を図るために策定した計画

です。 

 

取組 ３６ 使用料・手数料の検証 主管課 企画政策課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

使用料は、受益者負担の観点から、施設を利用する人と利用しない人との

負担の公平性を考慮するとともに、受益の度合いに応じて施設の利用者が負

担しています。 

また、手数料は、特定の方のために行う事務に対していただく料金であり、

原価計算や近隣市との比較を行い、手数料の額を決定しています。 

このため、使用料は、施設の利用状況の推移や維持管理経費に対する使用

料収入の割合などを、手数料は、原価や他市の料金などを勘案した上で、そ

れぞれ３年ごとにその検証を行います。 

進捗状況 
平成２４年度に施設の利用状況や維持管理経費に対する使用料収入の割合

などを検証した結果、使用料、手数料とも改定しないことにしました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、３年ごとに検証を行います。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

  検証   
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取組 ３７ 施設使用料の減免の取扱い 主管課 企画政策課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

受益者負担の適正化の観点から、施設の利用状況の推移や維持管理経費に

対する使用料収入の割合などを考慮した上で、施設使用料の減額・免除の取

扱いや対象者等について検討します。 

進捗状況 
障害者団体や青少年団体に対する施設使用料の減額・免除の取扱いについ

て、調査・検討しましたが、現行のままとしています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、施設使用料の減額・免除の取扱いや対象者等について検証しま

す。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検証   検証  

 

取組 ３８ 通信コスト削減の検討 主管課 企画政策課・施設営繕課 

概  要 

（H22-H24） 

近年、普及している「ひかり電話」等のＩＰ電話については、電話機や設

備等の初期投資の負担も少なく、その通信経費が低廉であるなど、効率的な

運用が期待できる一方、良好な通信環境や安定稼動の確保等の課題が指摘さ

れていることから、導入のメリットやデメリットを比較検討した上で、対応

します。 

進捗状況 

市内６０施設、１３７回線について、平成２３年度からＮＴＴ東日本が提

供する一括割引サービス（ワリマックス・プラス）を導入するとともに、請

求書の一括請求による基本料金の割引サービスの適用が受けられるよう、手

続を行いました。平成２３年度と平成２４年度の電話料金の削減額は、合計

で２,１５１,０００円となっています。 

また、ＩＰ電話について、他市での導入実績や安定稼動の状況、導入効果

等を検証し、平成２５年度中に本庁舎と五日市出張所に導入することにしま

した。 

概  要 

（H25-H26） 

ＩＰ電話の導入効果等を検証するとともに、他施設へのＩＰ電話の導入の

可能性について、検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

割引サービ

ス導入検討 

割引サービ

ス導入実施 

ＩＰ電話検討 

（本庁舎等） 

ＩＰ電話導入 

（本庁舎等） 

ＩＰ電話検討 

（他施設） 

※ ＩＰ電話： 電話網の代わりに、インターネット網等を利用した電話サービスです。 

※ ひかり電話： ＮＴＴ東日本等が提供する光ファイバー通信サービスを利用したＩＰ電話サービスです。 
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取組 ３９ 一部事務組合の負担金の削減 主管課 関係課 

概  要 

（H22-H24） 

一部事務組合の負担金については、構成自治体と連携し、予算要求時にお

ける検証を徹底するなど、引き続き、経常的経費の削減に努めます。 

※ あきる野市が構成している一部事務組合 

・秋川衛生組合（し尿処理）・西秋川衛生組合（ごみ処理）・阿伎留病院組合

（公立阿伎留医療センター）・秋川流域斎場組合（ひので斎場）など 

進捗状況 

毎年、予算要求時の検証により、経常的経費の削減に努めています。平成

２２年度の負担金は前年度と比較して、５２,６７３,０００円削減し、平成２３

年度の負担金は、平成１７年度に借入れた起債の償還が新たに始まったため、

前年度と比較して、３２,９２４,０００円増加しています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、経常的経費の削減に努めるとともに、今後、し尿等の投入量が

減少していくことから、秋川衛生組合のあり方について検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ 一部事務組合： 複数の普通地方公共団体等が、行政サービスの一部を共同で行うことを目的として設

置する組織（組合）です。 

 

取組 ４０ 電気料金の削減（新規） 主管課 企画政策課・関係課 

進捗状況 

環境に配慮した電力調達を行うため、「電力の調達に係る環境配慮方針」を

策定して、特定規模電気事業者（新電力）から、電力の供給を受けています。

平成２３年度と平成２４年度の電気料金の削減額は、合計で 

３１,５３２,０００円となっています。 

概  要 

（H25-H26） 

電力の供給に関する規制緩和により、一般電気事業者（東京電力㈱など）

以外の特定規模電気事業者（新電力）から電力供給を受けることができるよ

うになったことから、平成２３年度は３１施設、平成２４年度からは３４施

設が平成２５年度までの２か年契約で、新電力から電力供給を受けています。 

平成２６年度以降については、電力供給事情を見極めながら、対応します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 実施 ⇒ 検討  
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４４４４    効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営 

取組 ４１ 事務事業の見直し 主管課 全課 

概  要 

（H22-H24） 

厳しい財政状況の中、現在の歳出構造を将来の発展に向けた構造に改革し

ていくため、引き続き、経営方針に示す行政経営の方針に基づき、限られた

財源の適正配分に努めるとともに、行政評価システムの活用などにより事務

事業の改革改善を進めます。 

進捗状況 

事務事業の有効性や効率性、公正性の観点で改革改善が見込める事務事業

と廃止や休止の可能性がある事務事業を選出して、見直しを行っています。   

平成２３年度は、男女共同参画情報誌「ｆ・wave」発行事業の廃止などに

より、１,１１９,０００円の経費を削減しました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、廃止や休止の可能性があるものや市民の利便性、事業の効率性

の向上を図る必要がある事務事業について、改革改善を進めます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ４２ 保育園の民営化 主管課 児童課 

概  要 

（H22-H24） 

東秋留保育園は、「公立保育園の民設民営化等の方針」に基づき、平成２３

年度からの民設民営化に向けた取組を進め、多様化する保育ニーズや待機児

童の解消などに柔軟に対応するなど、利用者の視点に立った保育サービスの

向上を目指します。 

また、西秋留保育園における指定管理者による運営状況は、子どもが園に

慣れ親しみ、保護者の信頼を得ているとともに、第３者機関による評価が良

好であることから、現在の運営法人を民営化の運営主体として、平成２３年

度からの民設民営化に向けた取組を進めます。 

進捗状況 

東秋留保育園と西秋留保育園は、平成２３年４月１日から民設民営化を開

始しました。なお、東秋留保育園については、入所定員を３０名増員するた

め、平成２３年度から２か年計画で園舎の建て替えを行いました。 

概  要 

（H25-H26） 

神明保育園と屋城保育園の民設民営化を推進するため、神明保育園は、借

用用地でない本園舎用地と施設整備に必要な仮園舎用地の確保について、検

討します。 

また、屋城保育園は、周辺に仮園舎用地がないことが課題となっているた

め、課題の解決に取り組みます。 

なお、すぎの子保育園は、今後、入園する児童数の増加が見込めないこと

から保護者の理解が得られた時点で廃園を検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

引継ぎ 民営化  検討 ⇒ 
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取組 ４３ 学校給食センターのあり方の策定 主管課 学校給食課 

概  要 

（H22-H24） 

学校給食センターの各施設・設備は、老朽化が進んでいるため、施設・設

備のあり方について検討を進めるとともに、施設整備の手法や運営方法等の

方針を定めます。 

進捗状況 

給食センターの施設整備の手法や運営方法等について、学校給食センター

運営協議会で意見聴取を行い、「学校給食センター整備検討報告書」を策定し

ました。 

この整備検討報告書に基づき、庁内で組織する「学校給食センター整備計

画策定委員会」を設置し、運営方法、施設の規模や配置、整備スケジュール

等の検討を行い、その検討結果を踏まえ、「学校給食センター整備計画」を策

定しました。 

概  要 

（H25-H26） 

「学校給食センター整備計画」に基づき、老朽化した３か所の学校給食セ

ンターを１か所に統合し、新たな学校給食センターの整備に伴う準備を進め

ます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ 整備計画策定 
事業化に 

向けた準備 
⇒ 

※ 学校給食センター運営協議会： 学校給食センターの運営に関する重要な事項を審議するため、市議

会議員や小中学校の学校長、ＰＴＡ会長の２１人で構成されている組織です。 

・ 給食センター施設の状況： 秋川給食センター（第一） 昭和４５年建築 

秋川給食センター（第二） 昭和５１年建築 

五日市給食センター    昭和４７年建築 

 

取組 ４４ 公共建築物の耐震化 主管課 施設営繕課 

概  要 

（H22-H24） 

市所有の公共建築物の耐震化は、平成２１年８月策定の「耐震改修促進計

画」において、「施設の重要性を考慮して、平成２７年度までに耐震化率を  

１００％にすること」を目標としています。 

耐震化が必要な７８施設のうち、小中学校の校舎及び体育館については、

児童・生徒の安全確保と災害時の避難場所に指定されていることから、重点

的に耐震化を進め、平成２３年度までに完了します。 

また、それ以外の施設については、施設の重要度や老朽度、財政状況等を

踏まえた耐震化計画を策定し、計画的に耐震化を進めます。 

進捗状況 
小学校の校舎や小中学校の体育館の耐震補強工事を行い、小中学校の校舎

と体育館の耐震補強工事は、平成２３年度までに全て完了しました。 

概  要 

（H25-H26） 

耐震診断の結果、耐震補強工事が必要な旧秋川図書館と千代里会館につい

ては、平成２５年度に耐震補強工事を行います。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 

（小中学校） 

完了 

（小中学校） 

実施 

（その他） 
⇒  
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取組 ４５ 各種施設の管理体制の見直し 主管課 

① 管理課・ 

生涯学習スポーツ課 

② 関係課 

概  要 

（H22-H24） 

小峰台公園に設置している小峰グラウンドソフトボール場と第３水辺公園は、

公園施設として管理していますが、それぞれソフトボール場やサッカー場等

のスポーツ施設として整備し、市民に利用されています。これらの施設は、

一元管理により効率的かつ効果的な維持管理を行い、市民にとって快適で利

用しやすい管理形態にします。・・① 

また、観光用トイレやアメニティトイレ、公園のトイレなど、その目的に

合わせたトイレを市内各所に設置し、それぞれの所管課が管理を行ってい

ます。市民にとって快適で利用しやすくするため、これらの施設の効率的かつ

効果的な維持管理について検討します。・・② 

進捗状況 

平成２２年度に管理課を設置し、小峰グラウンドソフトボール場と第３水

辺公園の管理体制は、現状のままとしています。・・① 

また、観光用トイレやアメニティトイレ、公園のトイレについては、設置

目的や数量などから一元管理するのが困難であるため、それぞれの所管課が

引き続き管理することとしました。・・② 

概  要 

（H25-H26） 

小峰グラウンドソフトボール場と第３水辺公園については、現状の管理体

制の課題を検証しながら、市民にとって快適に利用できるよう管理体制につ

いて、引き続き検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施   検討 ⇒ 

 

取組 ４６ 施設コスト等の公表 主管課 関係課 

概  要 

（H22-H24） 

市では、様々な公共サービスを提供するため、各種施設を設置していますが、

合併を経験していることもあり、次表に示すとおり比較的充実しており、

その維持管理や運営には多くの経費を要しています。 

このため、これらの施設の管理経費や利用状況、使用料（減免額を含む。）

など、施設の維持管理や運営に係るコスト等の状況について、積極的に情報

提供を行い、市民や職員がコスト意識を持つことにより、効率的な管理運営

を進めます。  

進捗状況 
公共施設管理票を作成し、運営体制、施設の総コスト、コスト計算、稼動

状況、収入等について、ホームページで公表しています。 

概  要 

（H25-H26） 

公表している施設のデータを更新して、継続して公表していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 ４７ 公共施設の利用促進 主管課 企画政策課・関係課 

概  要 

（H22-H24） 

公の施設などの施設サービスや住民票の交付などの公共サービスは、利用

者である市民等の視点に立った利用しやすく快適な環境を提供するため、全

ての施設や窓口等において、利用者満足度の把握に取り組みます。 

これにより寄せられた利用者の声を反映させる仕組みを設けることによ

り、常に、業務改善等を行い、公共施設の利用促進やサービスの向上を図り

ます。 

また、公共施設における良好なサービスを推進するため、利用者の推移や

維持管理経費等の状況を把握するとともに、利用者の声を分析し、民間施設

の活用も視野に入れて、施設の有効活用や統廃合を検討します。 

進捗状況 

施設の有効利用と市民サービスの向上を図るため、中央公民館や秋川ふ

れあいセンターのふれあいホール、あきる野ルピアのルピアホール、菅生

交流会館、児童館、五日市ひろば等の使用の申請期間を延長しました。 

また、市民アンケート調査の項目に「窓口サービスについて」などの設問

を設けて、利用者満足度の把握に努め、公共施設の利用促進や市民サービス

の向上に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、施設の有効利用を検討するとともに、市民アンケートを活用す

るなど、利用者満足度の把握に努め、公共施設の利用促進や市民サービスの

向上に取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 

実施 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

類似団体の施設数の状況（「平成２３年度東京都市町村概要」から） 

（単位：施設・人） 

 
児童館 

公 立 

保育園 

市民会

館 等 
公民館 図書館 体育館 

プール 

屋内／屋外 

人口

(H24.4.1)  

稲城市 ５ ５ ０ ５ ６ １ ０／１ 84,502 

東大和市 ６ １ １ ５ ３ １ ０／１ 83,567 

あきる野市あきる野市あきる野市あきる野市 ９９９９ ３３３３ ２２２２ １１１１ ４４４４ ２２２２ ３／１３／１３／１３／１ 81,364 

狛江市 ２ ６ １ ２ １ ２ ０／１ 76,025 

清瀬市 ３ ８ ２ ０ ６ ２ ０／１ 73,053 

国立市 ３ ４ １ １ ２ １ １／０ 72,909 

武蔵村山市 ２ １ １ ２ ２ １ ０／２ 70,740 

福生市 ３ １ １ ３ ４ ３ ０／１ 56,919 

近
隣
市 

青梅市 ０ ０ １７ ０ １２ １６ ０／５ 137,834 

羽村市 ３ ４ ２ ０ １ １ １／１ 56,123 

※ 類似団体： 地方公共団体の財政状況を他の団体と比較するため、総務省において、その状況（人口など

の財政状況を決定する前提条件）が類似している団体を分類しています。ここでは、平成２３年度

の類似団体で比較しています。 
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・ 公立保育園については、「東京としとうけい（平成２３年度版）」によるデータです。 

・ プールについては、「東京都における公立社会体育施設（平成２０年度版）」によるデータであり、本市

の屋内プールは、市民プール、五日市ファインプラザ、いきいきセンターの３施設、屋外プールは、市

民プールの１施設です。 

・ 青梅市の市民会館、図書館及び体育館には、各地域に設置している市民センター等を含んでいます。 

 

施設分類別管理運営費等の経費の状況       平成２３年度決算（単位：円・％） 

施 設 分 類 使用料額 割合 減免額 割合 管理運営経費 

社会教育・文化施設等 42,846,325 23.3 18,082,350 9.8 183,643,909 

集会施設 3,537,850 9.9 2,266,600 6.3 35,788,806 

スポーツ・レクリエーション施設 51,513,760 19.1 12,223,080 4.5 269,246,581 

図書館 ― ― ― ― 137,942,382 

郷土館 ― ― ― ― 20,909,193 

児童館 ― ― ― ― 42,200,250 

合  計 97,897,935 14.2 32,572,030 4.7 689,731,121 

※ 管理運営経費： 職員人件費や臨時的経費を除く維持管理費と事業費の合計です。 

・ 施設分類の各施設の経費の状況は、巻末資料に掲載しています。 

・ 図書館のうちの東部図書館エルと児童館には、貸出施設として会議室や集会室などを設置していますが、

本来の目的施設でないため、その使用料等は巻末資料に掲載しています。 

 

取組 ４８ 
五日市地域交流センターの有効

利用 
主管課 五日市出張所 

概  要 

（H22-H24） 

五日市地域交流センターは、地域住民や利用者の意向等を十分に把握した

上で、五日市地区の活性化の観点で、その活用方法を検討し、施設の有効利

用を進めます。 

進捗状況 

市民の利便性の向上を図るため、まほろばホールの使用申請期間を１２月

前から当日までに、その他の施設の使用申請期間を３月前から当日までに変

更しました。 

現在、３階の展示室を「映画五日市物語展示場」として、映画のパネル写

真や映画に係る資料等を展示しています。 

また、秋川キララホールが主催する事業（落語）をまほろばホールで実施

しました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、施設の活用方法を関係各課と調整するとともに、五日市出張所

内に設置した地域活性化協働センターで取り組む、自然環境や歴史・文化な

どの地域資源を活用した地域振興策と併せて、有効利用を進めます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 

実施 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 ４９ 市営住宅の整備 主管課 施設営繕課 

概  要 

（H22-H24） 

老朽化した木造の市営住宅は、効率的かつ効果的な建て替えを推進するた

め、「公営住宅ストック総合活用計画」に基づき、未整備の９団地を１か所に

統合し、高齢者に配慮した整備を進めます。 

なお、市営住宅の整備については、民間住宅（一室ごと）の借上げ方式も

あることから、市民に対して、建替方式とする理由を明確に説明するととも

に、その跡地の公共的活用や売却処分を含めた対応を検討します。 

進捗状況 
市営住宅建替事業「（仮称）草花公園基本設計」に基づき、敷地測量と地質

調査を行い、詳細設計の検討・実施、用地買収、敷地造成工事を行いました。 

概  要 

（H25-H26） 

平成２７年４月入居を目標に建築工事を実施します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

調査 ⇒ 

実施設計 

用地買収 

造成工事 

建築工事 ⇒ 

※ 公営住宅ストック総合活用計画： 公営住宅の新設、建て替え、大規模改善、住戸設備の改善改修に関

する整備計画や整備プログラムを定めた計画です。 

 

取組 ５０ 増戸会館等の機能移転の検討 主管課 
図書館・児童課 

・地域防災課 

概  要 

（H22-H24） 

増戸会館は、１階に中央図書館増戸分室を設置していますが、２階は増戸

学童クラブの待機児解消のため、学童クラブとして活用しています。また、

増戸小学校の教室を利用した五日市児童館増戸分館は、施設が狭いため、

利用が制限されている状況です。 

このような状況を踏まえ、学童保育の待機児童の実態把握や児童館及び

図書館分室のあり方を検討した上で、増戸会館及び五日市児童館増戸分館の

機能転換の検討を行います。 

進捗状況 

機能移転するための問題点を把握するなど検討を進めましたが、代替施設

がないことから当面、機能移転は行わないこととしました。なお、増戸会館

に設置されている機能のうち、中央図書館増戸分室は平成２５年４月から業

務委託することにしました。 

概  要 

（H25-H26） 

代替施設がないことや取組を取り巻く状況に変化があったため、取組を完

了します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ ⇒   
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取組 ５１ 戸倉小学校・小宮小学校の統廃合 主管課 教育総務課 

概  要 

（H22-H24） 

戸倉小学校及び小宮小学校は、児童数が大きく減少しているため、小規模

学校が抱える課題に対応するための取組を進めてきました。しかし、今後も

減少傾向が続くことから、教育条件の向上を図る観点で、五日市小学校への

統廃合に向けて検討を行います。 

進捗状況 
小宮小学校は、平成２４年４月に五日市小学校に統合し、戸倉小学校は、

平成２５年４月の統合に向けて準備を進めました。 

概  要 

（H25-H26） 

統合後の取組として、スクールカウンセラーの配置、スクールバスの運行、

児童の適応状況を確認する会議等を継続して実施していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ 
小宮小実施 

戸倉小検討 

⇒ 

戸倉小実施 

⇒ 

⇒ 

 

取組 ５２ 
アートスタジオ五日市の維持管

理等の検討 
主管課 生涯学習スポーツ課 

概  要 

（H22-H24） 

アートスタジオ五日市では、若手版画家（外国人１人、日本人２人）を３

か月間招へいし、共同生活をしながら創作活動を行う事業とともに、版画教

室を行っており、専門家等で組織するアートスタジオ五日市運営委員会が運

営しています。 

今後は、自治会や地域住民、芸術家等による施設の維持管理とともに、運

営を担える自立した組織づくりや施設の利用促進を検討します。 

進捗状況 

アートスタジオ五日市運営委員会で、地域や学校への取組の方法、施設運

営を担える自立した組織づくりや施設の利用促進について、検討しています。 

概  要 

（H25-H26） 

平成２５年３月に閉校した戸倉小学校の活用方法と併せて、アートスタジ

オ五日市の活用の方向性について検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 ５３ プール施設のあり方の検証 主管課 生涯学習スポーツ課 

概  要 

（H22-H24） 

いきいきセンターは、平成２１年度から温水プール等の開館時間の短縮と

冬季期間の閉鎖を実施し、運営の効率化を図っています。これによる経費の

削減効果やプール施設全体の利用状況を検証しつつ、屋外プールを含めてプ

ール施設全体のあり方や開館時間の縮減などの効率的運営、統廃合を検討し

ます。 

進捗状況 

いきいきセンターについては、施設の効率的な運営を推進するため、冬季

（１２月から３月まで）の３か月間の運営を休止しています。 

また、４月から９月までの６か月間の運営時間の短縮（午後７時以降２時

間の短縮）と１０月、１１月、３月の３か月間の運営時間の短縮（午後６時

以降３時間の短縮）を行っています。 

平成２２年度から平成２４年度までの３年間の経費の削減額は、合計で 

２０,９２８,０００円となっています。 

概  要 

（H25-H26） 

市民プールは、平成２４年度から指定管理者制度を導入し、民間のノウハ

ウを活用することにより、経費の削減と市民サービスの向上に取り組んでい

ます。いきいきセンターについては、取組を継続しながら施設の効率的運営

に努めます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検証・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ５４ 
指定管理者による管理運営施設の

モニタリングの実施 
主管課 

① 企画政策課 

② 関係課 

概  要 

（H22-H24） 

指定管理者による公の施設の管理運営状況については、各年度における

事業報告の内容や指定管理者の自己評価等を、市のホームページで公開して

いますが、更なる透明性の確保と住民サービスの向上を図るため、モニタ

リング手法を確立し、これに係る基準を策定します。・・① 

特に、各施設の利用者満足度を把握し、市民サービスの向上を図るため、

毎年、利用者アンケート調査を実施し、施設の管理運営に反映します。・・② 

進捗状況 

平成２４年３月に「指定管理者制度導入施設のモニタリング実施手順書」

を策定しました。・・① 

また、「公の施設に係る指定管理者制度の運用指針」を改定して、「利用

者アンケート等の実施」を定めるとともに、モニタリング実施手順書により、

利用者満足度を把握し、施設の管理運営に反映することとしました。・・② 

概  要 

（H25-H26） 

「指定管理者制度導入施設のモニタリング実施手順書」に基づき、定期

的に点検・評価を行います。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

手順書 

の制定 
実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

※ 指定管理者制度（再掲）： 市が設置している体育館や保育園、公園などの公の施設について、公共

的団体や企業、ＮＰＯ等の民間団体など、市が指定する団体が指定管理者として施設の管理運営を

行う制度です。 

※ モニタリング（再掲）： 指定管理者による公共サービスの履行に関し、条例、規則、協定等に従い、適

切かつ確実なサービスの提供が確保されているか確認する手段です。安定的、継続的にサービス

を提供することが可能であるか監視（測定・評価）し、確認内容等の公表を行うとともに、必要に応じ

て改善に向けた指導・助言を行い、管理運営が適当でないと認めるときは、指定の取消し等を行

う一連の仕組みです。 
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取組 ５５ 指定管理者による情報の公開 主管課 関係課 

概  要 

（H22-H24） 

公の施設を管理している指定管理者に対し、各施設の維持管理や運営状況

等について、これまで以上に、市民に対して分かりやすく情報公開に努める

よう要請します。 

進捗状況 

平成２２年１０月に「公の施設に係る指定管理者制度の運用指針」を改

定して、指定管理者による情報提供について定めました。 

なお、指定管理者による施設の管理運営状況については、モニタリング

実施手順書に基づき点検・評価を実施し、その結果をホームページで公表

しています。 

概  要 

（H25-H26） 

「指定管理者制度導入施設のモニタリング実施手順書」に基づき、指定管

理者による情報の公開について、点検・評価していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ５６ 各種委員会委員の報酬等の検証 主管課 企画政策課・職員課 

概  要 

（H22-H24） 

行政委員会の月額報酬は、大津地裁判決（大阪高裁に控訴中）やその後の

動向を踏まえつつ、各委員の実際の活動状況と報酬額等について検証を行い

ます。また、各種委員会等の委員の報酬額等も検証します。 

進捗状況 
大阪高裁及び最高裁判決に照らして、各行政委員会委員の月額報酬（報酬

額を含む）について検証し、適正を欠く状況ではないことを確認しました。 

概  要 

（H25-H26） 

これまでの検証により、取組は完了します。 

なお、各種委員会等の委員の報酬額等について、必要に応じて他市の状況

等を調査・検証します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

 検証    

※行政委員会： 教育委員会、選挙管理委員会、農業委員会など、国や地方公共団体に設置される

合議制の行政機関です。 

※大津地裁判決： 滋賀県が、県労働委員会、収用委員会及び選挙管理委員会の委員に月額報酬

（委員長・会長は２２６千円、その他の委員は２０２千円又は１９１千円）を支給するのは違

法であるとして、その差止めを求めた住民訴訟であり、判決は地方自治法の関係規定の解釈を示

した上で、本件支出の差止めを認めています。 
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取組 ５７ プロジェクトチームによる取組 主管課 全課 

概  要 

（H22-H24） 

様々な行政課題に柔軟かつ迅速に対応していくため、必要に応じて、組織

横断的なプロジェクトチームを設置し、その課題解決のための方策等を検討

します。また、この課題解決のための取組を進めます。 

進捗状況 

市営住宅跡地の活用に関することや産業振興のあり方に関すること、随意

契約の適正化に関すること、特別支援教育の推進に関することなど、様々な

行政課題に対して、プロジェクトチームを設置し、課題解決に取り組んでい

ます。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、必要に応じて、様々な行政課題に対して、プロジェクトチーム

を設置し、課題解決に取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

５５５５    人材育成と人材育成と人材育成と人材育成と組織管理組織管理組織管理組織管理 

取組 ５８ 地域に根ざした職員の育成 主管課 全課 

概  要 

（H22-H24） 

職員が積極的に地域に出向き、地域の課題や情報を収集するとともに、市

民との対話により相互理解を深めることは、協働のまちづくりの基礎となる

ものです。 

このため、日々の業務や研修を通じて積極的に地域と交流を図ることによ

り、地域特性を生かした政策形成ができる職員を育成します。 

進捗状況 

「協働のまちづくり」をテーマにした研修を実施し、地域に出向く職員の

育成に取り組むとともに、市職員によるボランティアを募集して、森林サポ

ートレンジャーや地域コミュニティ応援隊、地域産業活性化応援隊として地

域で活動することにより、地域との交流を積極的に図っています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、研修や地域との交流を積極的に図ることにより、地域に根ざし

た職員の育成に取り組みます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 ５９ 人事考課制度の運用向上 主管課 職員課 

概  要 

（H22-H24） 

人事考課（評価）制度については、職員の能力開発や指導育成などをもっ

て公正かつ適正な人事管理を行うものです。 

平成２１年度からは、人事考課により把握した職員の勤務評定を活用し、

これに応じた給与制度を導入するとともに、係長級と課長級への任用には、

昇任試験を実施し、活用しています。今後は、本制度の運用の向上を図って

いきます。 

進捗状況 

人事考課の評定結果に基づいて、職員の昇給を実施しています。職員の昇

任試験（係長及び課長）と昇任選考（主任、課長補佐及び部長）では、人事

考課等の勤務成績により昇任を実施しています。 

また、平成２４年度から管理職への業績評価を導入し、人事考課の成績に

反映させています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、職員の昇給や昇任試験（係長及び課長）、昇任選考（主任、課長

補佐及び部長）において、人事考課制度を活用していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

※ 人事考課（評価）： 各職員の職務を遂行した成績や能力、態度等について、客観的かつ継続的に把

握することにより、これを職員の能力開発、指導育成、昇任等に反映し、公正かつ適正な人事管理を

行うことです。 

 

取組 ６０ 職員からの提案制度の充実 主管課 企画政策課 

概  要 

（H22-H24） 

職員からの提案制度は、職員の自発的参加により、職員のやる気の醸成や

能力の向上につながるものであり、事務改善や経費削減、収入増加、市民サ

ービスの向上等、活力のある行政運営に寄与しています。 

この取組を更に充実させるため、所管課で取り組んでいる業務改善につい

ても、その対象に加えるなど全庁的に制度の充実に取り組みます。 

進捗状況 

「職員からの提案」の募集に併せて、所管部署で取り組んでいる「事務改

善等の実績」について募集しました。平成２２年度は１８件の報告があり、

そのうち４件（国民健康保険税の徴収事務の統合や給食納付金滞納者に

係る支払督促申立てなど）を表彰しました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、自由提案による「職員からの提案」を実施するとともに、行政

課題を解決するための課題提案による実施について、検討します。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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取組 ６１ 簡素で効率的な組織の見直し 主管課 企画政策課・各課 

概  要 

（H22-H24） 

新たな行政課題や市民ニーズに即応した施策を総合的かつ機動的に展開で

きるようにするため、組織の統廃合を行い、業務を効率的かつ効果的に推進

します。 

また、効率的かつ柔軟な組織運営を図るため、職員を流動的に動員できる

制度の活用を図っていきます。 

進捗状況 

平成２４年度には、環境施策を推進するため環境政策課と生活環境課を、

観光施策を推進するため観光商工課を設置しました。その他、アウトソーシ

ングの推進に併せた組織改正を行っています。 

また、「職員の流動的勤務実施要綱」に基づき、選挙準備事務や所得税確定

申告などで職員を流動的に動員しています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、組織の統廃合により、業務を効率的かつ効果的に推進するとと

もに、職員を流動的に動員できる制度の活用を図ります。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

取組 ６２ 定員管理の適正化 主管課 職員課 

概  要 

（H22-H24） 

本市の職員数は、「定員適正化計画」に基づき削減を進めていますが、年齢

構成に著しいひずみが生じており、この状態は組織的に多くの問題を抱えて

います。 

今後、数年にわたり継続する職員の大量退職を捉えて、年齢構成の平準化

に努めます。また、新規事業や制度改正等により発生する行政需要や課題に

的確に対応するため、計画的な職員採用と人事配置を進めます。 

進捗状況 

職員の採用については、平成２２年度は１２人、平成２３年度は１７人、平

成２４年度は１３人とし、年齢構成のひずみの解消に努めました。その一方で、

この３年間に３９人の職員を削減し、定員の適正化を図りました。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、計画的な職員採用による年齢構成の平準化に努めるとともに、

適正な人事配置を進めます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

 

４月１日現在の職員数の推移（派遣職員を除く。）         （単位：人） 

年 度 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ 

職員数 ６０５ ６０１ ５９９ ５９３ ５８２ ５７４ ５６７ ５５３ ５３６ ５１７ 

増減数 — △４ △２ △６ △１１ △８ △７ △１４ △１７ △１９ 

 

年 度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ H２３ H２４ Ｈ２５ 合計 

職員数 ５１２ ５００ ４８８ ４６８ ４５０ ４３７ ４２９ ４２２ — 

増減数 △５ △１２ △１２ △２０ △１８ △１３ △８ △７ △１８３ 

計画による実績 △１２ △１２ △２０ △１８ △１３   △７５ 

※ 平成７年９月１日現在（合併時）の職員数は、６１８人（派遣者を含む。）です。 
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類似団体（東京都）の状況 （人口順）             （総務省資料） 

 人口（人） 

（H23・4・1） 

普通会計 
 職員数（人） 
（H23・4・１） 

行政面積 

（ｋ㎡） 

人口１万人 
当たりの 

  職員数（人） 

ラスパイレス

指数 

（H23・4・1） 

稲 城 市 83,903 478 17.97 56.97 102.1 

東大和市  83,413 423 13.54 50.71 100.1 

あきる野市あきる野市あきる野市あきる野市 81,159 403 73.34 49.66 96.9 

狛 江 市 75,918 427 6.39 56.24 101.2 

国 立 市 72,956 395 8.15 54.14 100.9 

清 瀬 市 72,929 395 10.19 54.16 98.7 

武蔵村山市 70,423 349 15.37 49.56 97.9 

福 生 市 57,493 341 10.24 59.31 101.2 

近
隣
市 

青梅市 138,315 659 103.26 47.64 101.4 

羽村市 56,027 320 9.91 57.12 101.0 

※ 類似団体：平成２４年度の類似団体で比較しています。 

※ 普通会計： 地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計をひとまとめにしたものであり、

各地方公共団体の財政状況を統一的に比較するため、統計上用いている会計区分です。 

※ ラスパイレス指数： 地方公務員と国家公務員の給与水準を比較し、国家公務員の給与を１００とした

場合の地方公務員の給与水準を指数で示したもの。平成２３年４月における本市のラスパイレス

指数は、９６．９であり、多摩２６市の中で一番低くなっています。 

 

取組 ６３ 
多様な雇用形態の推進 

～ 非常勤職員等の活用 ～ 
主管課 職員課 

概  要 

（H22-H24） 

市では、職員の定員適正化を進めている中、様々な業務を実施しており、

これまでもその職務内容に応じて非常勤職員や非常勤嘱託員、再任用職員な

どの多様な人材を活用することにより、人件費を削減し、行政運営の効率化

に努めています。 

市の業務のうち、直接、職員が執行しなければならない業務を除き、その

業務内容に対応した多様な雇用形態の職員を配置することで、人材の有効活

用を図っていきます。 

進捗状況 

平成２１年度から平成２４年度までの非常勤職員数、非常勤嘱託員数、再任

用職員数の推移は、非常勤職員は１４人、非常勤嘱託員１２人、再任用職員は

２４人増加しています。非常勤職員等を活用することにより、人件費を削減し、

行財政運営の効率化に努めています。 

概  要 

（H25-H26） 

引き続き、多様な人材を活用すること、また多様な雇用形態を推進するこ

とにより、行財政運営の効率化に努めます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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非常勤職員と嘱託員職員の状況              （平成２５年１月末現在） 

分類 
非常勤職員 非常勤嘱託員 

延べ人数 職種・業務等 延べ人数 職種・業務等 

本 庁 舎 

56 

8 

6 

一般事務員 

一般事務員（健康課関係） 

電話交換手 

※41 レセプト点検、看護師、管理

栄養士、ケアマネージャー、

消費生活相談員等 

保育園関係 15 用務員、調理員等 30 保育士 

児童館関係 
32 学童クラブ等補助員 83 児童館館長、児童館・学童ク

ラブ指導員 

健康課関係 23 健診補助、予防接種補助等 17 保健師、看護師、栄養士等 

環境・観光 

関係 

3 小宮ふるさと自然体験学校一

般事務員 

7 森林レンジャー、五日市物語

展示嘱託員、小宮ふるさと自

然体験学校校長 

学校関係 

133 教員補助員、学校図書館補助

員、特別支援学級介助員、学

校一般事務員等 

23 教育相談所相談員、適応指導

教室専任指導員、家庭と子供

の支援員等 

給食関係 85 配膳員、調理員、栄養士 2 調理員 

生涯学習 

関係 

10 二宮考古館、五日市郷土館、

旧市倉家一般事務員 

2 放課後子ども教室コーディネ

ーター、郷土館調査研究員 

図書館関係 29 図書館一般事務員 16 図書館事務員 

そ の 他 5 市民農園技術指導員等 4 社会教育指導員等 

計 405  225  

・ 健診などの業務があるときに、庁舎以外で勤務する者を含みます。 

・ 勤務時間は、９時から１５時までを基本に、３時間３０分から７時間４５分までの範囲で勤務しています。 

また、勤務日数についても、週１回から５回まで、様々な勤務形態があります。なお、多くの人が扶養の

範囲内で勤務しています。 

 

職員と非常勤職員等の経費額 

   金 額（円） 
週３８.７５時間 

 換算人数（人） 

１人当たりの 

 金 額（円） 

職員の給与 ― ― 6,955,000 

非常勤職員等の賃金等 470,618,300 211.4 2,226,198 

※ 職員の給与： 平成２４年度の普通会計予算額で平均額を算出しています。 

※ 非常勤職員等の賃金等： 平成２３年度の一般会計決算額で算出しています。 
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取組 ６４ 再任用職員の雇用形態の検討 主管課 職員課 

概  要 

（H22-H24） 

再任用職員の任期は、順次延長しており、平成２１年度の定年退職者から

は、６５歳になる年の年度末になります。 

本プランの計画期間（平成２２年度～平成２４年度）中の定年退職者数は

５３人であり、今後、再任用を希望する職員の増加が予想されることから、

長年培った知識や経験を十分に活用するため、再任用職員の職域の拡大等を

検討し、効率的かつ効果的な運用を図ります。 

進捗状況 

退職時に部長級の職にあった職員を参与と呼び、所属先の職務の他、職員の

指導と育成を行い、管理運営について助言や進言をすることとしています。平

成２４年４月１日現在の再任用職員数は４２人となっており、再任用職員も職

員とともに主体となって業務遂行に取り組んでいます。 

概  要 

（H25-H26） 

平成２６年度の再任用職員数は、４４人程度となることが予想されること

から、引き続き、再任用職員の雇用形態（管理職としての再任用やフルタイ

ムでの再任用など）について、検討していきます。 

実施年度 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

 

定年退職者に対する再任用職員の状況                （単位：人） 

年 度 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

退職者数 １２ １７ １３ ８ ４ １６ ８ １２ ２２ ２５ １４ １４ １１ 

再任用職員 ５ ５ ６ ７ ３ １０ ３ ７ １６ １４ ７ ５ ７ 

・ 退職者数は、前年度の定年退職者数です。 

・ 平成２６年度は見込みの人数です。 

 

再任用職員数の推移                        （単位：人） 

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

５ ５ ６ １３ １０ １２ １４ １８ ２６ ３８ ４２ ３７ ４４ 

・ 平成２６年度は見込みの人数です。 
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≪ 巻 末 資 料 ≫ 

 
指定管理者制度導入施設一覧指定管理者制度導入施設一覧指定管理者制度導入施設一覧指定管理者制度導入施設一覧                                平成２５年度予算額（単位：千円） 

施設の名称 指定管理者 指定期間 指定管理料 

五日市ファインプラザ 
シンコースポーツ・山武・ 

東京体育機器共同事業体 

H21.4.1～ 

H26.3.31 
97,491 

秋川ふれあいセンター 
社会福祉法人 

あきる野市社会福祉協議会 

H21.4.1～ 

H26.3.31 
19,549 

秋川ファーマーズセンター 秋川農業協同組合 
H23.4.1～ 

H26.3.31 
0  

秋川橋河川公園 

リバーサイドパーク一の谷 

秋川ふれあいランド 

あきる野市観光協会 
H23.4.1～ 

H26.3.31 
0 

あきる野ルピア 
株式会社 

秋川総合開発公社 

H23.4.1～ 

H26.3.31 
9,088 

秋川渓谷瀬音の湯 新四季創造株式会社 
H24.4.1～ 

H27.3.31 
0 

市民プール 
シンコースポーツ・山武 

共同事業体 

H24.4.1～ 

H27.3.31 
53,762 

障害者通所支援施設 

・希望の家 

・ひばり分室 

社会福祉法人 

あきる野市社会福祉協議会 

H25.4.1～ 

H30.3.31 
11,068 

高齢者在宅サービスセンター 

・萩野センター 

・開戸センター 

・五日市センター 

医療法人財団 暁 
H25.4.1～ 

H30.3.31 
41,911 

秋川体育館・中央公民館 
あきる野市体育・文化施設 

運営事業体 

H25.4.1～ 

H30.3.31 
44,200 

秋川キララホール 秋川キララホール運営共同事業体 
H25.4.1～ 

H30.3.31 
66,731 

・ 中央公民館は、施設・設備の管理業務と窓口業務を指定管理者が行います。 
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施設施設施設施設のののの利用者数、使用料額、管理運営経費等の状況（平成２利用者数、使用料額、管理運営経費等の状況（平成２利用者数、使用料額、管理運営経費等の状況（平成２利用者数、使用料額、管理運営経費等の状況（平成２３３３３年度の実績）年度の実績）年度の実績）年度の実績）  

・ 管理運営経費に職員人件費及び耐震診断等の臨時的経費は含みません。 

 
○○○○ 社会教育・文化施設等社会教育・文化施設等社会教育・文化施設等社会教育・文化施設等 

施設名 
利用者数 

（人） 

使用料 管理運営経費 

（円） 

開館日数 

（日） 収入額（円） 減免額(円) 

中央公民館 78,354 5,399,450 2,682,700 29,754,376 295 

秋川キララホール 66,229 18,081,550 5,048,700 91,771,870 306 

あきる野ルピア 48,754 15,403,625 2,499,600 37,939,683 359 

五日市会館 37,477 843,900 3,918,200 4,009,440 362 

五日市地域交流センター 38,983 2,708,000 3,709,100 ※17,881,698 307 

農業会館 11,480 409,800 224,050 2,286,842 366 

合  計 281,277 42,846,325 18,082,350 183,643,909 ― 

・ 五日市地域交流センターの管理運営経費には、五日市出張所の経費（１５,７３３,２７９円）を含みます。 

 

○○○○ 集会施設集会施設集会施設集会施設 

施設名 
申請件数 

（件） 

使用料 運営管理経費 

（円）

開館日数 

（円） 収入額（円） 減免額（円） 

コミュニティ会館 478 197,250 395,400 2,475,649 － 

 

 

 

 

小宮会館 88 17,400 149,750 － 308 

戸倉会館 16 10,200 500 － 308 

北伊奈会館 227 132,650 113,700 － 308 

代継会館 147 37,000 131,450 － 308 

学習等供用施設 3,777 3,226,100 1,817,700 31,439,003 － 

二宮地区会館 312 251,300 161,250 － 309 

千代里会館 308 222,100 216,250 － 309 

御堂会館 864 940,900 129,950 － 309 

鳥居場会館 680 623,100 316,400 － 309 

玉見会館 122 64,750 120,100 － 308 

野辺地区会館 537 406,300 268,850 － 309 

草花台会館 314 155,200 300,300 － 309 

楓ヶ原会館 597 514,950 304,600 － 309 

増戸会館※ 43 47,500 0 － 309 

菅生交流会館 90 114,500 53,500 1,874,154 358 

合  計 4,345 3,537,850 2,266,600 35,788,806 ― 

・ 増戸会館の集会施設としての使用は、平日と土曜日の１８：３０～２２：００と日曜日の９：００～２２：００です。 
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○○○○    スポーツ・レクリエーション施設スポーツ・レクリエーション施設スポーツ・レクリエーション施設スポーツ・レクリエーション施設 

施 設 名 
利用者数 

（人） 

使用料 管理運営経費 

 （円） 

開館日数 

（日) 収入額（円） 減免額（円） 

秋川体育館 159,101 6,888,200 2,257,930 33,707,878 309 

五日市ファインプラザ 151,288 19,023,160 1,786,340 99,466,855 308 

市民プール（屋内） 

     （屋外） 

36,594 6,358,930 1,533,000 
58,196,717 

307 

24,540 3,261,800 0 47 

いきいきセンター 24,402 2,514,830 232,000 31,226,438 307 

運動場等 130,086 11,331,300 5,952,910 35,845,426 ― 

 

総合グラウンド 36,049 2,343,810 1,937,150 － 255 

市民運動広場 22,876 337,200 764,150 － 307 

山田グラウンド 16,889 4,871,180 989,060 － 307 

市民球場 12,368 2,798,800 1,052,900 － 249 

小和田グラウンド 19,852 625,530 1,073,750 － 272 

秋川駅南口運動広場 7,801 － － － 360 

油平クラブハウス 14,251 354,780 135,900  358 

秋川グリーンスポーツ公園 20,878 1,819,540 446,500 10,500,638 ― 

 

テニスコート 5,416 1,467,040 55,900 － 309 

少年野球場 15,417 331,700 390,600 － 309 

フットサル 45 20,800 0 － 309 

戸倉運動場 4,136 316,000 14,400 302,629 366 

合  計 551,025 51,513,760 12,223,080 269,246,581 ― 

 
○○○○ 図書館図書館図書館図書館 

施 設 名 
利用者数 

（人） 

個人貸出冊数 

（冊） 

管理運営経費 

（円） 

開館日数 

（日） 

中央図書館 341,842 425,965 101,524,955 296 

東部図書館エル※ 158,856 190,622 22,085,424 297 

五日市図書館 ― 80,911 10,446,723 292 

中央図書館増戸分室 ― 37,446 3,885,280 296 

合  計 550,698 734,944 137,942,382 ― 

・ 五日市図書館と増戸図書館の利用者数は、把握していません。 

・ 東部図書館エルにおける貸出施設の使用料等の状況は、次のとおりです。 

施 設 名 
使用料等（エルホール・学習室等） 

利用人数（人）    収入額（円） 減免額（円） 

東部図書館エル 8,738 244,600 45,200 



- 47 - 

○○○○    郷土館郷土館郷土館郷土館 

施 設 名  利用者数（人） 管理運営経費（円）  開館日数（日） 

五日市郷土館 8,265 15,539,235 247 

二宮考古館 2,641 5,369,958 247 

合  計 10,906 20,909,193 ― 

 

○○○○ 児童館児童館児童館児童館 

施 設 名 
利用者数 

（人） 

使用料等（集会室等） 管理運営経費 

（円）

開館日数 

（日）利用人数(人) 収入額（円） 減免額（円） 

若竹児童館 14,348 147 4,200 1,000 － 295 

若葉児童館 13,199 2,483 0 7,500 － 295 

南秋留児童館 15,349 517 27,000 25,500 － 295 

屋城児童館 10,508 3,692 36,000 239,000 － 295 

一の谷児童館 5,738 2,755 15,000 171,000 － 295 

草花児童センター 22,532 964 35,500 92,900 － 295 

多西児童館 15,739 6,534 118,800 286,500 － 295 

前田児童館 11,458 2,721 600 22,900 － 295 

五日市児童館 ※8,908 － － － － 295 

五日市児童館増戸分館 ※10,332 － － － － 295 

合  計 128,111 19,813 237,100 846,300 ※42,200,250 ― 

※ 利用者数： 一般児童と学童クラブ（五日市児童館と同館増戸分館は一般児童のみ）の利用者の合計

です。 

※ 利用人数： 若葉児童館、多西児童館、前田児童館は、選挙会場として利用されました。 


